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は じ め に 

 

本説明書（歳入歳出決算にかかる主要な施策の成果説明書）は、地方自治法第 233条第 3項の規定により、

市長が決算を議会の認定に付すにあたり、同条第 5項の規定により施策の成果を説明するものである。各会

計の決算規模及び総務省地方財政状況調査基準に基づく普通会計（一般会計と墓地公園事業特別会計の合計

額から各会計相互間の重複額等を控除したもの）の決算概要と、令和 6年度の主要な施策の成果について部

門毎に取りまとめたものである。 

 

 

令和 6年度の決算概要 

 

令和 6年度各会計歳入歳出決算の状況は、（１）各会計決算額のとおりとなっている。 

また、（２）普通会計決算状況に基づく主な増減は次のとおりとなっている。 

歳入の主な状況を分析すると、基幹歳入である地方税が、前年度から 2億 8,297万 7千円（△1.2％）の減

額となった。国庫支出金は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金などの影響により、前年度から 6億

8,793万 1千円（4.1％）の増額となった。 

歳出を目的別に分析すると、前年度から、民生費は、障害福祉関連経費や児童手当の制度改正などの影響

により、29億 1,050万 8千円（8.3％）、教育費は、（仮）西小倉地域小中一貫校整備事業費や給食センター

整備事業費などの影響により、19億 5,031万 7千円（25.2％）の増額となった。一方、消防費は、前年度の

消防通信指令システム再整備事業費などの影響により、2億 939万 3千円（△8.0％）の減額となった。 

また、歳出を性質別に分析すると、人件費は、前年度から 9億 4,482万 7千円（7.0％）の増額、扶助費は、

障害福祉関連経費や児童手当の制度改正などの影響により、前年度から 17億 8,994万円（7.6％）の増額、

公債費は、前年度から 1億 3,001万円（△2.9％）の減額となり、義務的経費全体で、前年度から 26億 475

万 7千円（6.3％）の増額となった。なお、（仮）西小倉地域小中一貫校整備事業費や給食センター整備事業

費などの影響により、普通建設事業費は、前年度から 23億 5,707万 6千円（40.6％）の増額となった。 
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（１）各会計決算額 

          

会計名 年度 歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引 繰越財源 実質収支 単年度収支 

一般会計 

令和 6年度 78,312,404 77,189,984 1,122,420 219,847 902,573 24,615 

令和 5年度 73,523,093 72,146,262 1,376,831 498,873 877,958 19,632 

差引 4,789,311 5,043,722 △254,411 △279,026 24,615 4,983 

国民健康保険 

事業特別会計 

令和 6年度 16,856,165 16,851,944 4,221 0 4,221 3,728 

令和 5年度 17,616,915 17,616,422 493 0 493 △20,731 

差引 △760,750 △764,478 3,728 0 3,728 24,459 

後期高齢者医療

事業特別会計 

令和 6年度 4,047,865 4,031,309 16,556 0 16,556 △96,393 

令和 5年度 3,562,184 3,449,235 112,949 0 112,949 106,289 

差引 485,681 582,074 △96,393 0 △96,393 △202,682 

介護保険事業 

特別会計 

令和 6年度 18,092,518 17,794,058 298,460 0 298,460 △438,247 

令和 5年度 17,508,416 16,771,709 736,707 0 736,707 180,724 

差引 584,102 1,022,349 △438,247 0 △438,247 △618,971 

墓地公園事業 

特別会計 

令和 6年度 44,294 44,294 0 0 0 0 

令和 5年度 45,113 45,113 0 0 0 0 

差引 △819 △819 0 0 0 0 

水道事業会計 

（収益的収支） 

令和 6年度 4,298,689 4,294,224 4,465 

 

令和 5年度 4,268,362 4,185,491 82,871 

差引 30,327 108,733 △78,406 

水道事業会計 

（資本的収支） 

令和 6年度 2,029,225 2,641,561 △612,336 

令和 5年度 1,936,663 2,699,076 △762,413 

差引 92,562 △57,515 150,077 

公共下水道 

事業会計 

（収益的収支） 

令和 6年度 5,618,893 5,496,959 121,934 

 

令和 5年度 5,630,934 5,504,691 126,243 

差引 △12,041 △7,732 △4,309 

公共下水道 

事業会計 

（資本的収支） 

令和 6年度 3,416,376 5,090,155 △1,673,779 

令和 5年度 3,084,057 4,693,569 △1,609,512 

差引 332,319 396,586 △64,267 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (単位：千円) 
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（２）普通会計決算状況 

  総務省地方財政状況調査における普通会計の決算状況については、次のとおりである。 

ア 歳入決算状況 

  6年度決算額 構成比 5年度決算額 構成比 増 減 額 伸び率 

  （千円） （％） （千円） （％） （千円） （％） 

地方税 24,295,146 31.4  24,578,123 33.8 △282,977 △1.2 

  うち個人市民税 9,455,217 12.2 9,987,779 13.8 △532,562 △5.3 

  うち法人市民税 1,499,479 1.9 1,571,485 2.2 △72,006 △4.6 

  うち固定資産税 10,213,738 13.2 9,934,726 13.7 279,012 2.8 

地方譲与税 363,914 0.5 362,096 0.5 1,818 0.5 

利子割交付金 14,776 0.1 9,792 0.1 4,984 50.9 

配当割交付金 317,578 0.4 240,097 0.3 77,481 32.3 

株式等譲渡所得割交付金 394,496 0.5 244,016 0.3 150,480 61.7 

地方消費税交付金 4,201,175 5.4 4,033,784 5.5 167,391 4.1 

ゴルフ場利用税交付金 29,099 0.1 29,415 0.1 △316 △1.1 

自動車取得税交付金 0 0.0 3,812 0.1 △3,812 △100.0 

自動車税環境性能割交付金 78,753 0.1 69,250 0.1 9,503 13.7 

法人事業税交付金 361,309 0.4 356,196 0.5 5,113 1.4 

地方特例交付金 997,644 1.3 200,134 0.2 797,510 398.5 

地方交付税 10,812,559 14.0 10,165,198 14.0 647,361 6.4 

  普通交付税 10,398,263 13.5 9,763,665 13.4 634,598 6.5 

  特別交付税 414,296 0.5 401,533 0.6 12,763 3.2 

交通安全対策特別交付金 14,208 0.1 15,987 0.1 △1,779 △11.1 

分担金及び負担金 230,497 0.3 239,059 0.3 △8,562 △3.6 

使用料 1,218,846  1.6 1,153,138 1.6 65,708 5.7 

手数料 114,360 0.1 109,169 0.1 5,191 4.8 

国庫支出金 17,600,081 22.8 16,912,150 23.3 687,931 4.1 

国有提供施設等所在市町村

助成交付金 
80,836 0.1 77,504 0.1 3,332 4.3 

府支出金 6,654,068  8.6 6,151,475 8.5 502,593 8.2 

財産収入 79,738 0.1 92,340 0.1 △12,602 △13.6 

寄付金 144,122 0.2 150,521 0.2 △6,399 △4.3 

繰入金 483,800 0.6 356,310 0.5 127,490 35.8 

繰越金 1,376,831  1.8 1,349,716 1.9 27,115 2.0 

諸収入 2,451,392  3.2 2,338,881 3.2 112,511 4.8 

地方債 4,904,100  6.3 3,375,300 4.6 1,528,800 45.3 

  うち臨時財政対策債 186,200 0.2 389,700 0.5 △203,500 △52.2 

歳入合計 77,219,328 100.0 72,613,463 100.0 4,605,865 6.3 

  うち一般財源等 47,492,451 61.5 45,878,917 63.2 1,613,534 3.5 

  うち経常一般財源等 40,146,561 52.0 38,622,748 53.2 1,523,813 3.9 
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イ 歳出決算状況 

目的別決算状況       

  6年度決算額 構成比 5年度決算額 構成比 増 減 額 伸び率 

  （千円） （％） （千円） （％） （千円） （％） 

議会費 433,377 0.6 422,430 0.6 10,947 2.6 

総務費 6,064,261 8.0 5,939,518 8.3 124,743 2.1 

民生費 37,817,539 49.7 34,907,031 49.0 2,910,508 8.3 

衛生費 5,835,868 7.7 5,683,165 8.0 152,703 2.7 

労働費 56,343 0.1 55,709 0.1 634 1.1 

農林水産業費 444,804 0.6 343,209 0.5 101,595 29.6 

商工費 2,440,176 3.2 2,447,368 3.4 △7,192 △0.3 

土木費 6,580,451 8.6 6,625,027 9.3 △44,576 △0.7 

消防費 2,398,394 3.1 2,607,787 3.6 △209,393 △8.0 

教育費 9,691,824 12.7 7,741,507 10.9 1,950,317 25.2 

災害復旧費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

公債費 4,333,871 5.7 4,463,881 6.3 △130,010 △2.9 

歳出合計 76,096,908 100.0 71,236,632 100.0 4,860,276 6.8 

 

性質別決算状況 
      

  6年度決算額 構成比 5年度決算額 構成比 増 減 額 伸び率 

  （千円） （％） （千円） （％） （千円） （％） 

人件費 14,395,880 18.9 13,451,053 18.9 944,827 7.0 

物件費 6,866,614 9.0 6,661,729 9.4 204,885 3.1 

維持補修費 623,544 0.8 611,508 0.9 12,036 2.0 

扶助費 25,391,465 33.3 23,601,525 33.1 1,789,940 7.6 

補助費等 6,073,961 8.0 6,295,769 8.8 △221,808 △3.5 

公債費 4,333,871 5.7 4,463,881 6.3 △130,010 △2.9 

積立金 469,062 0.6 710,592 1.0 △241,530 △34.0 

投資及び出資金 739,509 1.0 814,712 1.1 △75,203 △9.2 

貸付金 1,748,350 2.3 1,854,235 2.6 △105,885 △5.7 

繰出金 7,293,484 9.6 6,967,536 9.8 325,948 4.7 

普通建設事業費 8,161,168 10.8 5,804,092 8.1 2,357,076 40.6 

災害復旧事業費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

歳出合計 76,096,908 100.0 71,236,632 100.0 4,860,276 6.8 

うち義務的経費 44,121,216 57.9 41,516,459 58.3 2,604,757 6.3 

うち経常的経費 58,238,194 76.5 54,893,564 77.1 3,344,630 6.1 

 

 

 

 

4



ウ 財政構造 

令和 6年度普通会計決算における各種財政指標は次のとおりである。 

・財政の豊かさを計る財政力指数（過去 3カ年平均）は 0.695（5年度 0.702） 

・財政の堅実度を見る実質収支比率は 2.3％（5年度 2.3％） 

・財政の弾力性を判断する経常収支比率は 94.1％（5年度 93.0％） 

・一般財源の財政上のゆとりを見る経常一般財源等比率は 103.4％（5年度 101.4％） 

 

エ 基金現在高 

基金全体の令和 6年度末現在高（普通会計）は、104億 5,925万 5千円で、前年度から 481万 5千円

の増額となった。繰入については、財政調整基金を 1億 5,000万円繰り入れた。一方、積立については、

減債基金に 2億 8,535万 7千円、公共施設等整備基金に 5,639万 5千円を積み立てた。なお、定額運用

基金である土地開発基金の現在高は 14億 5,543万 8千円となった。 

 

基金繰入の状況                                 

基 金 名 基金繰入額 充当事業 充当額 

財政調整基金 150,000 財源対策 150,000 
公共施設等整備基金 6,520 公園バリアフリー等整備事業 2,700 

消防機械器具整備事業 3,820 
減債基金 100,000 財源対策 100,000 
国際交流基金 151 カムループス市交流促進事業 151 
文化事業基金 1,281 文化会館使用料助成事業 1,281 

ふるさと創生基金 
1,944 源氏物語ミュージアム企画展示事業 1,172 

源氏物語ミュージアム広報活動事業 772 

地域福祉振興基金 2,634 一人暮らし高齢者等給配食サービス補助金 2,634 

社会福祉事業基金 393 在宅要援護老人対策事業 393 
母子福祉基金 14 ひとり親家庭児童中学校卒業祝品支給補助金 14 
玉井高齢者福祉事業基金 144 在宅要援護老人対策事業 144 
高齢者活動基金 712 高齢者活動事業 356 

生涯学習センター高齢者活動事業 356 
スポーツ振興基金 4,407 スポーツ大会開催事業 344 

スポーツ振興基金活用事業 4,063 
中小企業振興基金 438 中小企業振興対策事業 438 
大気質測定基金 10,655 自動車排出ガス監視測定局運営事業 10,655 

市有製茶機械購入基金 5,200 市有製茶機械貸与事業 5,200 

交通安全事業基金 215 交通安全対策事業 215 

火災予防等事業基金 151 火災予防等事業基金活用事業 151 
ふるさと応援基金 182,000 文化センター40周年事業 3,500 

地域のつながり促進事業 5,200 
源氏ろまん事業 11,026 
高校生文化芸術祭典事業 1,716 
文化の都・京都プロジェクト in宇治事業 1,369 
地域安全・安心見守り事業 2,535 
新婚・子育て世帯等住宅確保おうえん事業 236 
つなげる・ひろがるスポーツ振興事業 1,585 
子育ておうえん環境整備事業 767 
宇治茶ふれあい事業 412 
未来をつくる食育推進事業 783 
高品質茶ブランド力強化事業 3,235 

 (単位：千円) 
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天ケ瀬森林公園整備事業 4,268 
観光活性化事業補助金 500 
お茶の京都ＤＭＯ協議会負担金 7,190 
放ち鵜飼事業補助金 1,650 
親子で宇治文化の魅力発見事業 1,000 
紫式部のまちにぎわい創出事業 48,853 
紫式部のまち魅力発信プロモーション事業 33,792 
天ケ瀬ダムかわまちづくり推進事業 1,084 
こども未来キャンパス事業 6,906 
かわまちづくり環境整備事業 140 
公園でつなぐ子育てにやさしいまち創出事業 3,918 
源氏で彩る植物公園魅力発信事業 2,150 
図書館教育充実事業 23,733 
いきいき学級支援員配置事業 10,689 
宇治のまち魅力再発見事業 1,058 
歴史文化体験事業 2,117 
源氏物語ミュージアム特別企画展示事業 588 

図書館図書等整備基金 1,500 図書館資料提供事業 1,500 
合   計 468,359  

 

オ 地方債現在高 

令和 6年度末における地方債の現在高は 387億 4,743万 3千円となり、前年度から 7億 813万円の増

加となった。発行額は、一般債が 47億 1,790万円、臨時財政対策債が 1億 8,620万円で、総額 49億 410

万円となり、前年度から 15億 2,880万円の増額となった。 
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（３） 地方公共団体の財政の健全化に関する法律について 

平成 19年 6月に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、平成 19年度決

算から、一般会計等の赤字額の標準財政規模に対する比率である「実質赤字比率」と、一般会計等だけ

でなく、水道事業や下水道事業など全会計を連結した実質赤字額（資金不足額）の標準財政規模に対す

る比率である「連結実質赤字比率」、さらに、一般会計等が負担する地方債の元利償還金やそれに準ずる

元利償還金の標準財政規模に対する比率である「実質公債費比率」、一般会計等が将来負担すべき実質的

な負債の標準財政規模に対する比率である「将来負担比率」の 4つの健全化判断比率と、水道事業や下

水道事業の公営企業の経営健全化を判断する指標として、公営企業ごとの資金不足額の事業の規模に対

する比率である「資金不足比率」を算定している。 

4 つの健全化判断比率の数値が、早期健全化基準を超えた場合は、自主的な改善努力による財政健全

化に取り組む「財政健全化団体」となり、さらに比率が悪化し、財政再生基準を超えた場合は、国など

の関与により確実な財政再生を図る「財政再生団体」となる。 

「財政健全化団体」は、議会の議決を経て「財政健全化計画」を定め、市民への公表と、総務大臣、

知事への報告が必要となり、毎年度、その実施状況を議会に報告し、公表することが必要となる。 

「財政再生団体」は、議会の議決を経て「財政再生計画」を定め、市民への公表を行わなければなら

ない。また、災害復旧事業等を除いた起債が必要な場合は、「財政再生計画」を総務大臣に協議し、その

同意を求める必要がある。「財政再生計画」に総務大臣の同意を得た「財政再生団体」は、収支不足額を

振り替えるため、地方財政法第 5条の特例として、総務大臣の許可を受けて、再生振替特例債を起こす

ことができることとなった。 

公営企業については、その資金不足比率が、経営健全化基準以上になった場合は、経営健全化計画を

定める必要がある。 

※ 標準財政規模：地方公共団体の一般財源の標準規模、標準的な財政規模 
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ア 健全化判断比率 

健全化判断比率 
6年度 

決算 

5年度 

決算 

早期健全

化基準 

財政再生

基準 
説明 

実質赤字比率 － － 11.49% 20.00% 

一般会計等が黒字か赤字を判断す

る指標（一般会計等の赤字の標準財

政規模に対する比率） 

連結実質赤字 

比率 
－ － 16.49% 30.00% 

一般会計だけでなく、国民健康保険

や水道、下水道事業などすべての特

別会計等を対象として、赤字を判断

する指標（全会計の赤字の標準財政

規模に対する比率） 

実質公債費比率 △1.2% △1.0% 25.0% 35.0% 

市債の元利償還金等の一般会計等

に対する負担を判断する指標（一般

会計等が、負担しなければならない

元利償還金等の標準財政規模に対

する比率） 

将来負担比率 － － 350.0%   

一般会計等が将来負担すべき実質

的な負債の一般会計等に対する負

担を判断する指標（一般会計等が将

来負担すべき実質的な負債の標準

財政規模に対する比率） 

※ 実質赤字比率と連結実質赤字比率は、黒字のため「－」で表示している。 

※ 将来負担比率は、充当可能財源等が将来負担額を上回り、算定されなかったため「－」で表示し

ている。 

 

イ 資金不足比率 

特別会計の名称 6年度決算 5年度決算 経営健全化基準 

水道事業会計 － － 20.0% 

公共下水道事業会計 － － 20.0% 

※ 資金不足比率は、各会計で不足額が生じていないため「－」で表示している。 
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（４) 都市計画税の使途 

令和 6年度に実施した都市計画税充当対象事業費 24億 8,943万 9千円（下水道事業含む）に対して、

都市計画税 17億 7,455万 2千円を次のとおり充当した。 

 

対 象 事 業 都市計画税充当額(千円) 

街路事業 府営事業負担金 479 

下水道事業 下水道事業 543,109 

その他事業 公園整備事業 132,640 

公債費（下水道事業分含む） 1,098,324 

合   計 1,774,552 

 

 

（５）全会計市債等現在高 

 
6年度末 

   （千円） 

5年度末 

   （千円） 

増減額 

   （千円） 

伸び率 

  （％） 

全会計市債等現在高 90,991,683 89,773,347 1,218,336 1.4 

 一般会計 39,039,116 38,358,849 680,267 1.8 

 墓地公園事業特別会計 96,622 112,967 △16,345 △14.5 

 水道事業会計 11,681,090 10,480,330 1,200,760 11.5 

 公共下水道事業会計 40,174,855 40,821,201 △646,346 △1.6 
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（６）地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障4経費その他社会保障

（６）施策に要する経費

　　　平成26年4月1日より消費税率が5％から8％へ引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金

　　の増収分については、その使途を明確化し、社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費に

　　充てるものとされています。

　　　令和6年度一般会計における社会保障施策経費への充当状況については、次のとおりです。

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分） 2,459,228千円

【歳出】社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費 23,805,280千円

＜社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費＞

国府支出金 市債 その他

地方消費税
交付金

(社会保障
財源化分)

その他

生活保護事業 2,489,376 1,953,309 0 2,539 101,973 431,555

児童福祉事業 10,320,806 5,805,525 0 479,906 771,282 3,264,093

母子福祉事業 3,289 0 0 311 569 2,409

高齢者福祉事業 334,368 5,000 0 26,877 57,815 244,676

障害者福祉事業 1,244,911 488,876 0 111 144,480 611,444

その他社会福祉事業 146,562 14,720 0 2,250 24,769 104,823

小　　　計 14,539,312 8,267,430 0 511,994 1,100,888 4,659,000

国民健康保険事業 1,506,657 882,362 0 0 119,322 504,973

後期高齢医療事業 3,128,961 483,555 0 0 505,617 2,139,789

介護保険事業 2,340,498 0 0 0 447,340 1,893,158

小　　　計 6,976,116 1,365,917 0 0 1,072,279 4,537,920

母子保健事業 533,382 194,061 0 3,167 64,249 271,905

高齢者医療事業 67,704 34,899 0 1 6,270 26,534

障害者医療事業 759,329 429,657 0 6,800 61,711 261,161

疾病予防対策事業 701,202 1,393 0 90,405 116,475 492,929

健康増進対策事業 157,360 2,300 0 2,059 29,243 123,758

その他保健事業 70,875 29 0 28,398 8,113 34,335

小　　　計 2,289,852 662,339 0 130,830 286,061 1,210,622

23,805,280 10,295,686 0 642,824 2,459,228 10,407,542

※　地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて充当している。

財源内訳

特定財源 一般財源

（単位：千円）

合　　　計

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生

事業名 事業費
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城南衛生管理組合

（７）令和6年度　普通会計決算状況調書 262048 宇治市

（単位：千円） 市町村類型 Ⅳ － 3

67.54k㎡ 交付税種地 Ⅰ－ 5

国
調

第2次 第3次

22年 189,609人 0.0% 27国調 2,734人/k㎡
2国調

682人 22,126人 66,042人

24.9% 74.3%

27年

R6.1.1 180,943人 △0.7% 27国調 180,546人
27国調

574人

区分 第1次

R7.1.1 179,582人 △0.8% 人口集中
地区人口

184,678人 △2.6%
人口密度

2国調 2,660人/k㎡

産
業
構
造

2国調 175,891人 0.8%

2年 179,630人 △2.7% 面積

73.6%

区分 令和6年度 令和5年度 増減率 区分 令和6年度 令和5年度

19,292人 55,354人

R5.1.1 182,144人 △0.7% 世帯数 R7.1.1 86,271世帯 0.8% 25.6%

人
口

住
基

0.682 0.695 0.695 0.702

歳出総額 B 76,096,908 71,236,632 6.8% 歳出決算倍率

歳入総額 A 77,219,328 72,613,463 6.3% 財政力指数（単年/3カ年)

1.959 1.869

%

翌年度に繰り越すべき財源 D 219,847 498,873 △55.9% 経常一財等比率 103.4 % 101.4 %

歳入歳出差引(A-B) C 1,122,420 1,376,831 △18.5% 実質収支比率 2.3 % 2.3

%

単年度収支 F 24,615 19,632 25.4% 公債費比率（単年/3カ年) 2.6% 3.0% 2.9% 3.5%

実質収支(C-D) E 902,573 877,958 2.8% 公債費負担比率 8.6 % 9.4

2.7%

繰上償還金 H 0 0 - 地方債残高比率 99.8 % 99.8 %

積立金 G 3,334 1,650 102.1% 起債制限比率（単年/3カ年) 1.9% 2.3% 2.2%

31,730,538 2.9% 健全化判断比率 令和6年度

%

実質単年度収支(F+G+H-I) J △ 122,051 △ 128,718 5.2% 経常収支比率 94.1 % 93.0 %

積立金取崩し額 I 150,000 150,000 - 実質債務残高比率 132.4 % 138.7

△1.0%

標準財政規模 38,841,323 38,107,164 1.9% 連結実質赤字比率 -

基準財政収入額 22,267,596 22,049,671 1.0% 経常収支比率（臨財・減収除) 94.6 % 94.0 %

28,256,821 27,953,762 1.1% 実質赤字比率 -

基準財政需要額 32,665,859 令和5年度

-標準税収入額等

債務負担行為翌年度以降支出予定額 12,696,558 14,807,745 △14.3% 将来負担比率 - -

-

地方債現在高 38,747,433 38,039,303 1.9% 実質公債費比率（単年/3カ年) △1.6% △1.2% △1.1%

一般職の状況（R7.4.1） 特別職等の給料月額 収益事業収入：なし

区分 平均年齢 職員数 平均給料月額 区分 1人あたり平均給料(報酬) 改定実施年月日

淀川・木津川水防
事務組合教育公務員 46.58 歳 23 人 368,476 円 副市長 837,200 円 〃 一

部
事
務
組
合
加
入
状
況

一般職員 42.50 歳 838 人 340,488 円 市長 981,000 円 R7.1.1より

消防関係職員 42.25 歳 

技能労務職員 48.58 歳 179 人 355,085 円 議長 645,000 円 

210 人 347,205 円 教育長 744,000 円 

〃 京都府住宅新築資
金等貸付事業管理
組合

〃 京都府自治会館管
理組合〃

合計 43.33 歳 1,250 人 344,222 円 議員 545,000 円 〃

会計年度任用職員 - - - 副議長 595,000 円 

ラスパイレス指数（R6.4.1） 100.8 京都府後期高齢者
医療広域連合

地方債現在高 基金現在高
会計別決算状況
（決算統計数値） 京都地方税機構

歳入総額 歳出総額 他会計繰入金

22,387,683           9,338,384          2,942,316       減債 3,673,095 国保特会 16,856,165      

政府資金
(旧郵政公社含)

機構
(旧公庫含)

市中銀行 財政調整 3,312,853 会計名

16,851,944      1,506,657       

保険会社等 その他 合計 土地開発 1,455,438 後期高齢特会 4,059,816       4,043,260       806,944          

0 4,079,050          38,747,433      退職手当 11,676 介護特会 18,092,518      17,794,058      2,656,590       

発行額 0 発行額 186,200       合計 11,914,693

減収補てん債 臨時財政対策債 その他 3,461,631
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（単位：千円・%）

歳　入 歳　出　（　性　質　別　）

区分 決算額 構成比 経常一財等 構成比 区   分 決  算  額

地方譲与税 363,914 0.5 363,914 0.9

構成比 充当一財等 経常一財等
経常

収支比率

地方税 24,295,146 31.4 22,520,594 56.1 人件費

うち職員給 8,956,044 11.8 8,163,902 8,103,116 20.1

14,395,880 18.9 12,920,825 12,574,634 31.1

配当割交付金 317,578 0.4 317,578 0.8

利子割交付金 14,776 0.1 14,776 0.1

公債費 4,333,871 5.7 4,165,040 4,165,040 10.4

25,391,465 33.3 9,342,111 6,597,134 16.3扶助費

地方消費税交付金 4,201,175 5.4 4,201,175 10.4

株式等譲渡所得割交付金 394,496 0.5 394,496 0.9

一借利子 4,724 0.1 4,724 4,724 0.1

4,329,147 5.6 4,160,316 4,160,316 10.3元利償還金

自動車取得税交付金 0 0.0 0 0.0

ゴルフ場利用税交付金 29,099 0.1 29,099 0.1

物件費 6,866,614 9.0 5,262,993 4,403,405 10.9

44,121,216 57.9 26,427,976 23,336,808 57.8（義務的経費 計）

法人事業税交付金 361,309 0.4 361,309 0.9

自動車税環境性能割交付金 78,753 0.1 78,753 0.2

補助費等 6,073,961 8.0 5,703,825 3,911,205 9.7

623,544 0.8 540,515 540,515 1.3維持補修費

地方交付税 10,812,559 14.0 10,398,263 25.9

地方特例交付金 997,644 1.3 997,644 2.5

積立金 469,062 0.6 314,604 - -

1,866,395 2.5 1,860,353 1,319,937 3.3うち一組負担金

投資及び出資金 739,509 1.0 566,409 21,068 0.1普通交付税 10,398,263 13.5 10,398,263 25.9

特別交付税 414,296 0.5 - 0.1- 貸付金 1,748,350 2.3 1 1

5,749,620 14.2

交通安全対策特別交付金 14,208 0.1 14,208 0.1 前年度繰上充用金 0 0.0 0 歳入一財等総額

小計 41,866,449 54.2 39,677,601 98.8 繰出金 7,293,484 9.6 5,772,241

分担金及び負担金 230,497 0.3 0 0.0 投資的経費 8,161,168 10.8 1,781,467 47,492,451

使用料 1,218,846 1.6 330,340 0.8 うち人件費 133,742 0.2 128,946 経常一般財源等

手数料 114,360 0.1 0 0.0

内
訳

普通建設 8,161,168 10.8 1,781,467 40,146,561

国庫支出金 臨時一般財源等

国有提供施設等交付金 80,836 0.1 80,836 0.2 単独 5,563,586 7.3 1,665,465 7,345,890

17,600,081 22.8 - - 補助 2,591,912 3.4 115,432

100.0 46,370,031

経常経費充当一財等

財産収入 79,738 0.1 39,038 0.1 災害復旧 0 0.0 0 37,962,622

府支出金 6,654,068 8.6 - - 府営事業負担金 5,670 0.1 570

寄付金

繰入金 483,800 0.6 - - 歳　出　（　目　的　別　）

繰越金 1,376,831 1.8 - - 区分 決算額　A 構成比 うち普通建設 Aの充当一財等

144,122 0.2 - - 歳出合計 76,096,908

432,252

地方債 4,904,100 6.3 - - 総務費 6,064,261 8.0 349,927 4,810,090

諸収入 2,451,392 3.2 4,538 0.0 議会費 433,377 0.6 0

19,434,305

市町村税の状況
衛生費 5,835,868 7.7 316,293 4,888,884

労働費 56,343 0.1 0 25,787

歳入合計 77,219,328 100.0 40,146,561 100.0 民生費 37,817,539 49.7 652,809

法
定
普
通
税

区分 収入済額 構成比 前年比 基準税額/0.75 超過課税分 農林水産業費

- 商工費

土木費

- 公債費

市町村たばこ税 962,550 4.0 △ 2.2 957,431 

軽自動車税 389,610 1.6 4.2 390,316 

-

2,440,176 3.2 213,150 543,640

444,804 0.6 109,175 278,883

法人均等割 407,178 1.7 2.1 359,412 

所得割 9,204,911 37.9 △ 5.0 9,536,075 

67,622 消防費 2,398,394 3.1 194,037 2,275,072

法人税割 1,092,301 4.5 △ 6.9 971,160 

市
民
税

個人均等割 250,306 1.0 △ 16.1 260,875 

教育費 9,691,824 12.7 4,456,274 5,190,479311,383 

6,580,451 8.6 1,869,503 4,325,599-

うち純固定資産税 10,102,083 41.6 2.8 -

0.0 - 0固定資産税 10,213,738 42.0 2.8 9,968,679 - 災害復旧費 0

諸支出金 0 0.0 0 0

4,333,871 5.7 - 4,165,040

-

合計 76,096,908 100.0 8,161,168 46,370,031

計 22,520,594 92.7 △ 1.4 22,443,948 

特別土地保有税 - - - - -

379,005 市税収入率

前年度繰上充用金 0 0.0 - 0

現年

都市計画税 1,774,552 7.3 2.8 - - うち市民税

98.40% 98.96% 98.67%

99.34% 99.42% 99.38%

合計 24,295,146 100.0 △ 1.2 22,443,948 379,005 合計

目
的
税

うち資産税 合計

計 1,774,552 7.3 2.8 - -
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ア　貸借対照表

会計年度末における、本市の財政状態を表す。「資産の部」に計上している財産をどの
ような財源で調達したかについて、将来世代の負担部分を「負債の部」に、過去・現役世
代の負担部分を「純資産の部」に計上している。

イ　行政コスト計算書

一会計期間における、資産形成を伴わない経常的な行政活動に伴う費用の状況を表す。
「経常費用」には、経常的な行政サービスを提供するために発生したコストを計上し、
「経常収益」には、行政サービスの対価としての収入、すなわち受益者負担相当分等を計
上している。

ウ　純資産変動計算書

一会計期間において、「貸借対照表」の「純資産の部」に計上されている各項目がどの
ように変動したかを表す。主な純資産の減少要因としては、「行政コスト計算書」で算出
した「純行政コスト」、増加要因としては、市税・地方交付税等の「税収等」、国・京都
府からの「国県等補助金」が挙げられる。

エ　資金収支計算書

一会計期間における、本市の行政活動に伴う現金等の資金の流れを、性質の異なる3つ
の活動に分けて表す。「前年度末資金残高」は前年度普通会計の形式収支であり、「本年
度末資金残高」は本年度普通会計の形式収支と一致する。

＜財務書類4表の相関図＞

（８）一般会計等における財務書類4表

財務書類4表は、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計
算書」の4つの書類により構成されている。
本市では、平成20年度決算から「総務省方式改訂モデル」により財務書類を作成してきた

が、平成27年1月に総務省より「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」が示さ
れ、すべての地方公共団体が「統一的な基準」による財務書類を作成することとされ、平成28
年度決算からは「統一的な基準」により財務書類を作成している。

ア　貸借対照表 イ　行政コスト計算書
借方 貸方

経常費用
資産の部 －

経常収益
＝

現金預金 純経常行政コスト
・・・

純行政コスト

エ　資金収支計算書 ウ　純資産変動計算書

前年度末純資産残高
－

純行政コスト
＋

財源（税収等、国県等補助金）
±

固定資産等の変動（内部変動）
＝

本年度末純資産残高

前年度末資金残高
＝

本年度末現金預金残高

収入
－
支出
＝

本年度資金収支額
＋

負債の部
・・・

純資産の部・・・
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（単位：千円）

金額 金額

【資産の部】 211,397,904 【負債の部】 53,253,866

固定資産 201,604,433 固定負債 46,057,932

有形固定資産 195,997,473 20,745,366

事業用資産 100,439,816 臨時財政対策債 13,539,137

土地 69,312,577 長期未払金 736,701

立木竹 215,819 退職手当引当金 10,556,662

建物 73,052,146 損失補償等引当金 191,918

建物減価償却累計額 △ 47,251,825 その他 288,148

工作物 8,320,908 流動負債 7,195,934

工作物減価償却累計額 △ 7,458,787 1,863,018

その他 0 2,599,912

その他減価償却累計額 0 未払金 33,527

建設仮勘定 4,248,978 未払費用 0

インフラ資産 93,922,239 前受金 0

土地 54,441,715 前受収益 0

建物 8,182,877 賞与等引当金 1,042,557

建物減価償却累計額 △ 4,778,682 預り金 1,505,251

工作物 104,917,270 その他 151,669

工作物減価償却累計額 △ 68,957,849 53,253,866

その他 0 【純資産の部】 158,144,038

その他減価償却累計額 0 固定資産等形成分 208,600,204

建設仮勘定 116,908 余剰分（不足分） △ 50,456,166

物品 5,516,835

物品減価償却累計額 △ 3,881,417

無形固定資産 0

ソフトウェア 0

その他 0

投資その他の資産 5,606,960

投資及び出資金 438,337

有価証券 70,000

出資金 368,337

その他 0

投資損失引当金 0

長期延滞債権 670,892

長期貸付金 65,328

基金 4,445,957

減債基金 0

その他 4,445,957

その他 0

徴収不能引当金 △ 13,554

流動資産 9,793,471

現金預金 2,627,671

未収金 189,841

短期貸付金 9,823

基金 6,985,948

財政調整基金 3,312,853

減債基金 3,673,095

棚卸資産 0

その他 0

徴収不能引当金 △ 19,812 158,144,038

211,397,904 211,397,904

一般会計等貸借対照表
（令和 7年 3月31日現在）

純資産合計

負債及び純資産合計

科目 科目

負債合計

1年内償還予定地方債（臨時財政対策債除く）

1年内償還予定臨時財政対策債

地方債（臨時財政対策債除く）

資産合計
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（単位：千円）

金額

経常費用 69,302,002

業務費用 31,139,706

人件費 14,824,651

職員給与費 11,625,236

賞与等引当金繰入額 64,865

退職手当引当金繰入額 28,395

その他 3,106,155

物件費等 15,147,646

物件費 8,662,773

維持補修費 2,773,368

減価償却費 3,689,593

その他 21,912

その他の業務費用 1,167,409

支払利息 137,901

徴収不能引当金繰入額 0

その他 1,029,508

移転費用 38,162,296

補助金等 14,456,757

社会保障給付 17,889,275

他会計への繰出金 5,761,506

その他 54,758

経常収益 2,678,593

使用料及び手数料 1,376,969

その他 1,301,624

66,623,409

臨時損失 31,956

災害復旧事業費 0

資産除売却損 31,956

投資損失引当金繰入額 0

損失補償等引当金繰入額 0

その他 0

臨時利益 24,672

資産売却益 24,672

その他 0

66,630,693

一般会計等行政コスト計算書

至　　令和 7年03月31日

科目

純行政コスト

自　　令和 6年04月01日

純経常行政コスト
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（単位：千円）

金額

【業務活動収支】

業務支出 65,519,149

業務費用支出 27,356,853

人件費支出 14,731,391

物件費等支出 11,458,053

支払利息支出 137,901

その他の支出 1,029,508

移転費用支出 38,162,296

補助金等支出 14,456,757

社会保障給付支出 17,889,275

他会計への繰出支出 5,761,506

その他の支出 54,758

業務収入 68,103,064

税収等収入 42,308,110

国県等補助金収入 23,116,361

使用料及び手数料収入 1,376,969

その他の収入 1,301,624

臨時支出 0

災害復旧事業費支出 0

その他の支出 0

臨時収入 0

2,583,915

【投資活動収支】

投資活動支出 6,604,980

公共施設等整備費支出 4,707,538

基金積立金支出 474,647

投資及び出資金支出 0

貸付金支出 1,422,795

その他の支出 0

投資活動収入 3,058,524

国県等補助金収入 1,137,788

基金取崩収入 468,359

貸付金元金回収収入 1,427,705

資産売却収入 24,672

その他の収入 0

△ 3,546,456

【財務活動収支】

財務活動支出 4,195,970

地方債償還支出 4,195,970

その他の支出 0

財務活動収入 4,904,100

地方債発行収入 4,904,100

その他の収入 0

708,130

△ 254,411

1,376,831

1,122,420

1,482,675

22,576

1,505,251

2,627,671

一般会計等資金収支計算書
自　　令和 6年04月01日
至　　令和 7年03月31日

科目

業務活動収支

投資活動収支

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

財務活動収支

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額
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重要な会計方針に関する注記 

 

１．有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

 （１）有形固定資産・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和５９年度以前に取得したもの・・・再調達原価 

 ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和６０年度以後に取得したもの 

 取得原価が判明しているもの・・・・・・取得原価 

 取得原価が不明なもの・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円として

います。 

 

 （２）無形固定資産・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 取得原価が判明しているもの・・・・・・取得原価 

 取得原価が不明なもの・・・・・・・・・再調達原価 

 

２．有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

 （１）有価証券・・・・・取得原価 

 

 （２）出資金・・・・・・出資金額及び市場価格 

 

３．有形固定資産等の減価償却の方法 

（１）有形固定資産・・・定額法 

 

（２）無形固定資産・・・定額法 

 

（３）リース資産・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

 

４．引当金の計上基準及び算定方法 

（１）徴収不能引当金 

過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

 

（２）退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 
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（３）損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の

健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上

しています。 

 

（４）賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費

相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上して

います。 

 

５．リース取引の処理方法 

 （１）ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

 （２）オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

６．資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物 

なお、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

７．その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）物品の計上基準 

物品については、取得価額が５０万円以上の場合に資産として計上しています。 
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部門別決算成果概要 



令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

重点施策 WITHコロナ・POSTコロナ時代の安全・安心
各担当部局

事業内容

　物価高騰に伴い、大きく影響を受けた市民・事業者等への支援に取り組む。

成果・実績

　物価高騰に伴う市民・事業者等への支援をするための各種施策を実施した。

事業評価

物価高騰に伴う市民・事業者等への支援に取り組んだ。引き続き、市民生活や市内経
済の状況を踏まえ、水道料金等の減免や学校給食費の値上げ抑制など、市民・事業者等
への支援に努める必要がある。

事務事業名 物価高騰対策関連経費
所管課 各担当課

決算額 3,058,748 千円

事業
決算額

（千円）
課名 事業概要

水道料金等減免事業補助金 167,270 財政課
市民等の負担軽減に要した
費用

物価高騰対策給付金事業費 2,815,480 地域福祉課
市民への給付金の給付に要
した費用

農業生産性等向上支援事業費 5,417 農林茶業課

先端設備等導入支援事業費 13,497 産業振興課

学校給食費高騰対策事業費 57,084 学校管理課

事業者等への経営状況改善
支援や補助、給付金の給付
等に要した費用
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事業内容

宇治市の防災対策を推進するため、市民参加のもと防災訓練を実施するとともに、備
蓄品等の計画的な更新を行う。

成果・実績

◎防災訓練              　         1,408千円
　・日時　10月20日
　・場所　北槇島小学校
　・参加者数　約1,000人

◎備蓄品等の更新
　・備蓄食料品等の購入　　　　　　2,276千円
　・医薬品の点検、交換　　　　　　　 77千円
　・避難所用備蓄資機材購入　　　　　938千円
　　（マンホールトイレ等）
　・防災備蓄倉庫の購入　　　　　　　495千円

事業評価

防災訓練の実施を通じて、関係機関や自主防災リーダーとの連携について確認を行う
ことができた。また、マンホールトイレ等の避難所用備蓄資機材及び防災備蓄倉庫を購
入し、避難所の生活環境の改善を図った。今後も様々な取組を通して更なる防災力の向
上に努める。

事務事業名 防災対策推進事業費
所管課 危機管理室

決算額 6,374 千円

事業内容

防災行政無線の適切な運用にかかる修繕や保守を実施する。また、防災資機材の購
入・修繕を行い、市の防災力の維持向上を図る。

成果・実績

電波法に基づく基地局・陸上移動局の再免許申請を行った。また、防災行政無線保守
点検及び劣化した避難所看板の更新を行った。

◎基地局・陸上移動局再免許申請　　  663千円
◎防災行政無線保守点検　　　　　　5,514千円
◎災害時避難所看板設置委託　　　　4,312千円

事業評価

基地局・陸上移動局の再免許申請を行い防災行政無線の継続運用を可能にした。ま
た、防災行政無線の保守点検に加えて、劣化した避難所看板を更新することにより避難
所開設時の受入体制を整えた。今後も災害に備えた取組を継続し、防災力の向上に努め
る。

事務事業名 防災事業費
所管課 危機管理室

決算額 10,918 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

まちづくりの方向 安全・安心に住み続けられるまち
危機管理室

関連分野 防災、河川・治水

宇治市防災訓練

避難所看板

21



事業内容

洪水浸水想定区域にある自主防災組織や町内会等に『災害時地域タイムライン（「い
つ」「どこへ」「どのように」避難するかを定めておく計画）』の作成を促すととも
に、作成に至るまでの様々な支援を行う。

成果・実績

◎タイムライン作成支援の取組
　・西小倉地域でのタイムライン作成に向け職員を派遣
　・黄檗地域でのタイムライン作成に向け自主防災リーダーを派遣

◎防災シンポジウム開催（12月7日、約250人参加）
　・京都大学防災研究所長の講演
　・東宇治中学校の生徒による防災学習成果の発表
　・避難所受入体験を実施していた東宇治中学校と会場
　　とを中継

事業評価

淀川河川事務所や京都府と連携し、浸水想定区域である西小倉地域のタイムライン作
成を進めることができた。また、防災シンポジウムの開催を通じて、若年層への防災活
動への関心や意識を高めることができた。今後も災害時地域タイムラインの作成支援等
を継続し、地域の防災力の向上に努める。

事務事業名 災害時地域タイムライン作成支援事業費
所管課 危機管理室

決算額 152 千円

事業内容

地域における自主的な防災訓練及び防災知識の啓発活動などを実施する町内会・自治
会等に対して、防災訓練及び講演会などの取組に必要な経費の2分の1（世帯数で上限を
設定）を毎年助成する制度により、自主防災組織の育成を図る。

成果・実績

　町内会・自治会等が実施する防災訓練等の経費に対し補助金を交付した。

◎補助金交付実績
　・補助金交付額　1,062千円
　・交付団体数　　 　26団体

　

事業評価

地域住民の防災意識の高揚を図るため、自主的な防災訓練を実施する町内会・自治会
等に対して、補助金を交付することにより、地域防災力の向上を促進することができ
た。今後も引き続き、自主防災組織率の向上を図り、地域における継続的な自主防災活
動及び避難行動要支援者の避難支援の充実に努める。

事務事業名 自主防災組織育成事業補助金
所管課 危機管理室

決算額 1,062 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

まちづくりの方向 安全・安心に住み続けられるまち
危機管理室

関連分野 防災、河川・治水

地域の防災訓練

防災シンポジウム
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事務事業名 防災行政無線再整備事業費
所管課 危機管理室

決算額 6,985 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

まちづくりの方向 安全・安心に住み続けられるまち
危機管理室

関連分野 防災、河川・治水

事業内容

大規模な自然災害等の発生時に備え、市民等に対して直接・同時に多重化して防災情
報を伝達できる環境を整えるため、現在、整備している移動系防災行政無線の更新に加
え、新たに同報系防災行政無線を整備する。

成果・実績

　移動系防災行政無線の更新及び同報系防災行政無線整備の設計業務を行った。

◎防災行政無線設計業務委託　　　6,985千円

事業評価

市内全域に対して速やかに防災情報を伝達し、市民等の生命を守ることができる防災
行政無線の再整備に向けた設計を行うことができた。引き続き、計画に沿った整備に努
める。
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事業内容

友好都市盟約の趣旨に則り、市民間の国際交流の発展のため相互の友好親善交流を促
進する。

成果・実績

　カムループス市への中学生訪問団の派遣などにより、友好都市との交流を深めた。

◎カムループス市交流促進費　　　　　　　　　　　　   6,222千円
　・中学生訪問団の派遣　　　7月25日～7月31日
　　　市内在住の中学生　　　　　　　　　10人
      引率者（市職員・中学校教諭）　　　 2人

　

事業評価

中学生訪問団の派遣などにより、友好都市との交流を図ることができた。今後も引き
続き、交流の促進に努めつつ、社会情勢等を踏まえながら、様々な国際交流のあり方、
手法等を検討する必要がある。

事務事業名 国際交流促進事業費
所管課 秘書広報課

決算額 6,222 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

まちづくりの方向 誰もがいきいきと暮らせるまち
市長公室

関連分野 国際交流、平和
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事業内容

市政に関することを市民に知らせるため、広報誌「宇治市政だより」を月2回（1日・
15日）発行する。

成果・実績

誌面デザインの一部を外部委託するなど、市政情報の効果的な発信を図っている。ポ
スティングにより、市内全戸へ配布するとともに、市ホームページに掲載するなど広く
発信をした。

◎年間発行部数　　　1,985,520部

事業評価

読みやすく分かりやすい紙面構成に努めながら、市政情報を広く市民に伝えることが
できた。今後も引き続き、紙面の充実を図りながら、市ホームページ及びSNSなどと連携
し、効果的な市政情報の発信手法を検討する。

事務事業名 市政だより発行費
所管課 秘書広報課

決算額 36,043 千円

事業内容

コミュニティ放送は市民に身近で手軽なメディアであり、その特質を十分活かして、
地域の生活文化の発信基地として地域に密着した番組をきめ細かく提供する。また、災
害時において、有効な情報伝達媒体として市民に発信する。

成果・実績

エフエム宇治放送の番組「宇治市探検」において、月曜日から金曜日までの毎日30分
間、市政情報を発信したほか、環境問題及び男女共同参画などの啓発スポット放送を流
したり、小中学校の児童生徒と保護者をつなぎ、地域にも魅力を発信する「宇治っ子放
送部」を月1回程度放送した。その他、災害時等の緊急放送を行うなど、情報発信媒体と
してその役割を果たした。
　

◎「宇治っ子放送部」放送回数　　　　　　　 10回
◎「宇治市探検」放送回数　　     　　　   261回
◎災害時等緊急時 放送回数　 　    　　　  190回

事業評価

市内唯一のコミュニティ放送であるエフエム宇治放送を活用することにより、市民に
広く市政情報の発信ができた。今後も引き続き、放送内容のさらなる充実を図るととも
に、緊急時における的確かつ効果的な情報の発信手法を検討する必要がある。

事務事業名 コミュニティ放送広報活動費
所管課 秘書広報課

決算額 24,650 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 時代の潮流を捉えた市政運営
市長公室

取組の方向 戦略的な広報／魅力発信

宇治っ子放送部収録
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事業内容

視覚に障害がある人、識字が困難な人や外国人への情報発信として市政情報を音声
化・多言語化する。
　また、多文化共生の推進に向けて、職員の外国人住民への理解を促進する。

成果・実績

　市ホームページのテキストデータの音声化及び市広報誌等
PDFデータの音声化・多言語化を実施した。

　外国人が暮らしやすいまちづくりを進めるため、外国人住民
とのコミュニケーション手段として有効な「やさしい日本語」
の窓口における実践方法や外国人住民の支援について、職員を
対象に研修を行った。

　◎研修名　：地域における多文化共生研修会
　◎講師　　：城陽市国際交流協会
　◎受講者数：18人

事業評価

市ホームページやホームページ上の市広報誌等の音声化や多言語化により、障害のあ
る方や外国人等への情報発信を強化することができた。

また、外国人住民が暮らしやすいまちづくりを進めるため、職員の多文化共生に対す
る意識啓発や醸成を図ることができた。

事務事業名 情報発信力強化事業費
所管課 秘書広報課

決算額 974 千円

事業内容

広報活動の充実のために、報道機関に対する報道連絡、記者発表の開催、市ホーム
ページ、SNSなどの運用を行う。また、市に関する情報を、動画でわかりやすく発信す
る。

成果・実績

　市長自らが市政運営のビジョンや施策の考え方など、市政に関する
情報を市民に向けて広く届けるため市長記者会見を実施し、宇治日刊
記者クラブに対しては、報道資料の提供及び記者発表を行った。
　また、SNSでは、市公式LINEのリニューアルを実施し、カレンダー予
約やメール連携の機能拡充を行うとともに、受信設定項目をよりわか
りやすく整理し、防災、子育て及びイベント・催し、ごみの出し方な
どの総合的な市政情報にかかる、より効果的な発信に取り組んだ。
　加えて、より多くの人に宇治の魅力を届けるため、市公式Instagram
を活用し、宇治の風景及び伝統、イベントなど様々な魅力を発信した。

事業評価

市長記者会見の実施や市ホームページ、市公式LINE及びInstagramなどを活用した積極
的な情報発信を図ることができた。今後も引き続き、より効果的な市政情報の発信手法
を検討する。

事務事業名 広報活動費
所管課 秘書広報課

決算額 4,314 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 時代の潮流を捉えた市政運営
市長公室

取組の方向 戦略的な広報／魅力発信
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事業内容

ターゲットを定め、わかりやすく、各種メディアの特性を活かした広報と、市民との
双方向コミュニケーションの促進を目的とした戦略的広報を推進する。

成果・実績

戦略的広報を推進するため職員研修等を実施した。また、外部人材である広報戦略プ
ロデューサーを配置し、広報に関することならあらゆる相談が可能な「広報なんでも相
談」の実施など、庁内のサポート体制を整備するとともに、情報発信力の強化を図るた
め、チラシ等のデザイン作成や、SNS広告等を実施した。
　

◎職員研修　　　　　　　　 7回
◎広報なんでも相談　　　 148件
◎チラシ等デザイン作成    34件
◎SNS広告　　　　　　　　 22件

事業評価

研修や広報に関する相談、実践等を通じて、広報活動への意識向上や戦略的広報の推
進を図ることができた。今後も、引き続き、職員向け研修、広報に関する相談や実践、
SNS等を活用したプロモーションなどを通じて、市全体の情報発信力の強化を図る。

事務事業名 戦略的広報推進事業費
所管課 秘書広報課

決算額 6,803 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 時代の潮流を捉えた市政運営
市長公室

取組の方向 戦略的な広報／魅力発信

がん検診啓発イベント
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事業内容

2024年大河ドラマ「光る君へ」を契機とした、源氏物語と紫式部ゆかりの地である宇
治の歴史・文化・観光の魅力発信及びまちの活性化に向けた各種プロモーションを実施
する。

成果・実績

◎紫式部ゆかりのまち宇治市・越前市・大津市3市連携
　・3市周遊企画「紫式部謎解きまちめぐり」を実施
◎魅力発信プロモーション
　・各地でドラマ展PR実施、雑誌記事掲載
◎京都アニメーションとの連携
　・プロジェクトロゴ、キービジュアル、PR動画を活用し、
　　各地で宇治市観光PR、およびノベルティ制作
◎NHK関連団体との協力
　・大河ドラマ「光る君へ」相互協力冊子制作
◎交通事業者との連携
　・電車、主要駅への広告掲載
◎むらさきみどりいとおいし　食のいろどりコンテスト in 宇治　を実施
　○参加件数
　＜事業者部門＞
　　・市内事業者　71件
　＜個人部門＞
　　・小学生　28件
　　・中高生　21件
　　・一般　　63件　　計112件
◎秋のいろどりフェスタを開催
　・日時：11月3日
　・場所：お茶と宇治のまち歴史公園
　・来場者数：約2,100人
　・報道メディア：新聞社3社、ラジオ1社、テレビ2社3番組
◎「うじには物語がある」スペシャルサイトを公開
　＜サイト構成＞
　　・キービジュアルのキャラクター解説
　　・「宇治らしさ」を紐解く歴史の解説
　　・“ほんまもん”が残る街を紹介
◎「紫式部ゆかりのまち宇治」4コマ漫画を制作（計8本）

事業評価

NHK関連団体、京都アニメーション、紫式部ゆかりの市との連携によるプロモーション
及び、交通事業者等と連携した広域プロモーションに加え、スペシャルサイトやSNS等を
活用した情報発信、各種イベントを実施することで「紫式部ゆかりのまち宇治」の魅力
発信とまちの活性化を図ることができた。今後も引き続き、さらなるブランド力の強化
につながる取組を実施し、宇治のまちのさらなる魅力発信を推進する。

事務事業名 紫式部のまち魅力発信プロモーション事業費
所管課 秘書広報課・観光振興課

決算額 66,349 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 時代の潮流を捉えた市政運営 市長公室
産業観光部取組の方向 戦略的な広報／魅力発信

プロジェクトロゴ
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事業内容

市民参画・協働によるまちづくりのため、市長が市民の方が活動されている現場へ出
向き、その活動を体験等することにより、活動に対する理解を深める。

また、意見交換を実施し、活動されている方々の活動に対する思い及び取り巻く状
況、意見などを聴き、市政への反映を図る。

成果・実績

　以下のとおり、全4回開催し、地域で活動されている市民等と意見交換を実施した。

事業評価

幅広い様々な分野において、地域で活動されている市民等と活発な意見交換を行うこ
とができた。今後も引き続き、さらに現場に出向いて、市民の思い及び取り巻く状況を
把握し、市民協働のまちづくりの推進に努める。

事務事業名 市長とにぎわいミーティング事業費
所管課 秘書広報課

決算額 22 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 多様な主体との連携・協働と担い手づくりの推進
市長公室

取組の方向 市民・産・学・官等との連携・協働

開催日 対象団体 内容

 5月13日 サウスヒルズ町内会 災害に強い地域コミュニティについて

 6月10日 つどいの笑舞利
高齢社会における地域での支え合い活動
について

 9月 9日
特定非営利活動法人ほっこり
スペースあい

不登校・ひきこもり支援について

10月25日 フォレスターうじ
森林保全に携わるボランティア活動
について
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成果・実績

人口減少や少子高齢社会が進行する中で、市民ニーズを的確に把握しながら、時代の
変化を敏感に察知し、活力にあふれ持続的に発展する魅力ある宇治市を築いていくた
め、「宇治市職員人材育成基本方針」に基づく研修を実施し、職員の育成に努めた。

◎求められる職員像
　Change「変える・変わる職員」
　（1）Collaborate「市民と協働する職員」
　　　地域の方々と連携し、市民参画・協働を促進
　（2）Catch「ニーズや変化をキャッチする職員」
　　　市民ニーズを的確に把握、時代の変化を敏感に察知
　（3）Create「創造する職員」
　　　長期的かつ多面的な視野で新しい宇治市を創造
　（4）Communicate「コミュニケーション能力の高い職員」
　　　市民から信頼される誠実な対応、周囲との積極的な意思疎通
　（5）Challenge「チャレンジする職員」
　　　困難な状況や課題に対して前向きに挑戦

◎基本研修
　新規採用職員研修、初級職員研修、中級職員
研修、管理職研修など

◎特別研修
　市長とAfternoonTeaミーティング、新任庶務
担当者研修、安全運転研修、人権研修など

◎派遣研修
　京都府市町村振興協会
　全国市町村国際文化研修所など

事業評価

　各種研修の実施により、職務の遂行に必要な知識、技能の向上などを図った。
引き続き、時代の変化に的確に対応できる人材の育成を目指し、効率的かつ効果的な

研修を実施する。

事務事業名 職員研修費
所管課 人事課

決算額 3,693 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 将来を見据えた持続可能な行財政運営
市長公室

取組の方向 組織改革・人材育成の推進

事業内容

宇治市職員の研修に関する規程に基づき、職務の遂行に必要な知識、技能の向上を図
るとともに、職員としての資質と教養を高めるため、職員研修を実施する。

市長とAfternoonTeaミーティング
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事業評価

チーム単位で取り組むテーマを決定し、決定したテーマについて研究・検討を重ねる
ことで、より深い議論のもと政策研究が実施できた。また、行政運営上の課題の解決手
法及び重点施策をより推進する手法などについて、知識を吸収するだけでなく、職員の
政策立案能力の向上が図れた。
若手管理職に求められる役割や人材育成方法などについて組織を超えて交流すること

で、受研者それぞれの行動や考え方の振り返りができた。
今後も職員の自発性及び積極性の向上に留まらず、調査・研究を行った提案の事業

化・予算化の実現も視野に入れ、他課との連携をはじめ、より効果的な手法を検討しな
がら、継続的に事業を実施する。

事業内容

各部から選出された若手職員がチームを組み、チームごとに政策研究テーマを設定
し、課題を自ら発見し、チームで共有、検討しながら課題解決につなげることができる
能力の向上を図るワークショップ型の研修を実施する。最終的に研修参加者が幹部職員
の前で自ら立案した政策をプレゼンテーションする。
各部から選出された若手管理職が柔軟な発想と行動力でイノベーション（変革）を起

こせるよう、意識改革を図ることを目的とした研修を実施する。

成果・実績

◎イノベーションリーダー研修
13人の参加者が講義とグループワークを通じて、リーダーに求められる役割、変革を

実践するための業務の見直し方法、必要なリーダー力や人材の活かし方（人材育成）に
ついて学んだ。

　・業務見直しの方法、ポイントや実践するために
　　リーダーに求められる役割について学ぶ機会と
　　なった。

　・自身に求められている役割や部下の育成方法に
　　ついて、組織を超えて交流し、情報共有を図る
　　ことで、自身のスキルアップを図る機会となっ
　　た。

　・市の課題を自ら発見する中で、より広い視野で
　　市の現状を捉える機会が生まれた。

　・組織横断的に職員が参加したことにより、職種
　　間の新たな交流や、多様な価値観に触れる機会
　　が生まれた。

◎チーム型政策研究プログラム
　12人の参加者が3チームに分かれ、①「窓口手続き案内の改善　改善すべき3つの問題
～アナログとＤＸの良さの融合～」、②「放課後革命」、③「投票率の向上を通じて住
み続けたいまち"うじ"の実現に貢献する」と題し、それぞれのテーマについての政策研
究を行った。

事務事業名 政策形成プログラム推進事業費
所管課 人事課

決算額 2,829 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 将来を見据えた持続可能な行財政運営
市長公室

取組の方向 組織改革・人材育成の推進

イノベーションリーダー研修の様子

チーム型政策研究プログラム発表の様子
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事業内容

職員の健康管理、疾病予防のための各種健康診断及びメンタルヘルスケアのための相
談業務などを行う。

成果・実績

労働安全衛生法に基づき、職員を対象に定期健康診断を実施した。受診後のフォロー
及び職員の健康意識向上のため、生活習慣改善教室、産業医による個別指導などを行っ
た。

職場のメンタルヘルスケアを推進するため、「宇治市職員のメンタルヘルスケアプラ
ン」に基づき、予防から再発防止までの対策として、産業医による相談事業、職場復帰
訓練（試し出勤）などを実施した。

長時間勤務による健康被害を予防するため、超過勤務者等に対して健康調査及び産業
医による面接指導を実施した。

◎職員健康管理医師報酬　　　　　　　　　 　            720千円
　産業医による復職相談及び安全衛生管理業務など
　　産業医による面談　　　　　 12回（月1回定期的に実施）

◎「こころの健康相談」医師・カウンセラー等謝礼　　 　1,599千円
　相談事業の実施、メンタルヘルス対策の推進
　　産業医による面談　　　　 　24回（月2回定期的に実施）
　
◎職員（嘱託含む）各種健診手数料　　　　            11,707千円
  定期健康診断、B型肝炎血液検査、深夜業務健康診断など
　
◎特殊健康診断等委託料                               8,937千円
　定期健康診断の有所見者のフォロー（二次健診、生活習慣改善教室など）
　頚肩腕・腰痛予防の健診及びVDT作業従事者健診、職業病予防の健康教室、
　メンタル不調予防のためのストレスチェックなど

事業評価

労働安全衛生法に基づき、事業者として実施する職員の定期健康診断をはじめ、各種
健診等を実施し、健康状態の把握及び疾病防止を行い、メンタルヘルス対策について正
しい情報を提供することにより、職員の心身の健康増進を図ることができた。今後も引
き続き、職員の健康の保持・増進に努める。

事務事業名 職員健康管理費
所管課 職員厚生課

決算額 23,741 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 将来を見据えた持続可能な行財政運営
市長公室

取組の方向 健全な行財政運営の確立
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事業内容

人口減少及び少子高齢社会への迅速かつ的確な対応と、宇治市の特色を活かした施策
の実施により、持続的に発展するまちを目指すため、「宇治市まち・ひと・しごと創生
総合戦略」を策定し、各施策の推進及び進捗管理を行う。

成果・実績

「第2期宇治市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（計画期間：令和2年度～令和6年
度）の進捗管理及び次期創生総合戦略を策定するため、宇治市まち・ひと・しごと創生
総合戦略推進会議を開催し、「第3期宇治市人口ビジョン、宇治市まち・ひと・しごと創
生総合戦略」（計画期間：令和7年度～令和11年度）を策定した。

＜基本目標＞
　1.新たな時代の宇治ブランドの向上
　2.希望をかなえる子育て・子育ちにやさしいまちづくり
　3.住み続けたい「ふるさと宇治」の創生
　4.活力あふれる産業振興と多様な働く場の創出
　5.未来を拓く都市基盤の整備

事業評価

幅広い意見を踏まえて、宇治市の特性を活かした「第3期宇治市人口ビジョン、宇治市
まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定することができた。今後も引き続き、創生総
合戦略の適切な進捗管理に努める必要がある。

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 時代の潮流を捉えた市政運営
政策企画部

取組の方向 地方創生の推進

事務事業名 まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議運営費
所管課 政策戦略課

決算額 4,339 千円
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令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 時代の潮流を捉えた市政運営
政策企画部

取組の方向 戦略的な広報／魅力発信

事業内容
人と地域などの多様な主体がつながり、地域全体で子どもを見守り支え合い、全ての

世代の人にとって暮らしやすいまちづくりを推進するため、地域課題を抽出し、今後の
子育てにやさしいまちづくりの方向性を示す。

事務事業名 子育てにやさしいまちステップアップ事業費
所管課 政策戦略課

決算額 300 千円

事業評価

ミーティング及びアンケートを実施し、宇治市への愛着や子育てにやさしいまち実現
プロジェクトに関する意見を聴取することができた。引き続き、子育てにやさしいまち
の更なる充実に向け、木幡・御蔵山エリアを対象としたモデル事業を展開するととも
に、全市域での施策展開や取組の推進に努める。

子育てに係る課題を地域の団体や外部有識者と抽出し、市長と子どもや地域のキー
パーソンが対話形式による意見交換を行う「子育てにやさしいまちステップアップミー
ティング」を開催した。

◎ステップアップミーティングの実施
　・開催日　　：10月12日
　・場所　　　：おうばくバザール開催エリア（宇治市五ケ庄寺界道）
　・プログラム：第1部　子どもとの意見交換会
　　　　　　　　（子ども代表8人　小学6年生～中学3年生）
　　　　　　　　第2部　キーパーソンとのトークセッション（5人）

◎アンケートの実施
　ステップアップミーティングでの議論のポイントの抽出にあたり、市内の186人の子ど
もたち（小学3年生～高校生）にアンケートを実施した。

成果・実績
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事務事業名 ふるさと応援寄附金（歳入）
所管課 政策戦略課

決算額 93,498 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 将来を見据えた持続可能な行財政運営
政策企画部

取組の方向 健全な行財政運営の確立

・件数　　　4件

・金額　2,000千円

事業評価

多くの方々から寄附をいただき、源氏物語のまちづくりや観光振興、未来を担う子ど
もたちを育む事業等の推進に資することができた。引き続き、更なる返礼品の充実及び
広報により、寄附受入件数、金額の増加を図るとともに、企業版ふるさと納税について
も、受入件数、金額が増加するよう制度の周知及び企業へのアプローチを行う。

事業内容

自治体に寄附をすると住民税等が控除となるふるさと納税制度について、宇治市では
平成20年10月から応援いただけるふるさと宇治の創生に取り組むべく、宇治市の魅力的
な返礼品を提供し、市のPR及び魅力発信を行っている。

また、自治体に寄附をすると税制上の優遇措置が受けられる企業版ふるさと納税制度
について、「地域再生計画」を作成し、国からの認定を受け、寄附受入の取組を行って
いる。

成果・実績

新たに6つのポータルサイトに掲載を開始したほか、新規返礼品の追加及び電子商品券
の導入などに取り組み、市のPR及び魅力発信に努めた。

◎ふるさと応援寄附金の推移

◎電子商品券の導入

宇治市での食事や体験、商品購入に利用できる電子商品券を新たに導入し、宇治市を
訪れるきっかけづくりを図るとともに、観光客による利用、観光における満足度の向上
に努めた。

・件数　　 92件

・金額　1,630千円

◎企業版ふるさと納税

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

品目数 315 356 402 427 508

件数 4,765 10,839 11,441 8,812 4,668

金額（千円） 103,057 176,901 182,098 143,360 91,498

※品目数は、各年度3月31日現在
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事業評価

行政課題を発見し、解決に向けた研究の実施、改善の提案などに取り組むことによ
り、職員の政策立案能力の向上に資することができた。また、大学との連携により、専
門的な知識を活かした研究を行うことができた。引き続き、庁内での積極的な政策研
究、政策提案の促進を図り、幅広い行政分野での課題解決に向けた取組を検討する。

事業内容

行政課題に対して、組織的に課題解決の手法を研究、提案、実施することで課題解決
能力の向上及び政策立案能力の向上を図る。

成果・実績

◎政策研究

庁内で募集した研究課題の中から市民ニーズ等を踏まえ、担当課において大学と連携
して共同研究を行った。

・採択事業一覧

担当課 研究テーマ

◎政策アイデア　12件（テーマ部門2件、フリー部門8件、事務提案アイデア2件）

職員からのアイデア及び事務事業の改善に効果を発揮するアイデアの募集を行い、市
政への参加意欲及び政策立案能力の向上を図った。

◎優秀政策表彰 　2件

市民サービスの向上等に効果を上げたと認められる優れた取組を3月1日の市制施行記
念式典において表彰し、周知することで、全庁的な取組への波及及び職員の企画立案の
意欲向上の促進を図った。

担当 案件名

紫式部ゆかりのまち宇治魅力発信
プロジェクトチーム

紫式部ゆかりのまち宇治魅力発信

子育てにやさしいまち実現
プロジェクトチーム

子育てにやさしいまち
ステップアップミーティング

住宅課
空き家のデータサイエンス分析及び今後の発生予防と利活
用促進施策の研究

土台となる取組 将来を見据えた持続可能な行財政運営
政策企画部

取組の方向 組織改革・人材育成の推進

事務事業名 政策形成プログラム推進事業費
所管課 政策戦略課

決算額 1,192 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局
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事業内容

誰もがデジタルの恩恵を受けることのできる社会を目指し、身近なデジタル機器であ
るスマートフォンの操作講座や市オンライン申請の問合せ対応など、周知・広報などを
実施する。

成果・実績

事業評価

ターゲットを定めた少人数・個別指導形式での講座や大規模講習会を実施し、参加者
の情報リテラシー等を深めることができた。今後も国等の事業を活用しながら積極的な
事業実施に努める。

事務事業名 デジタルデバイド対策事業費
所管課 デジタル政策課

決算額 3,657 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 時代の潮流を捉えた市政運営
政策企画部

取組の方向 人に優しいデジタル社会の推進

事業内容

ICT活用推進の取組としてタブレット端末、テレワーク端末などを活用し、業務の効率
化、充実化を図る。

成果・実績

タブレット端末（iPad）については、翻訳アプリの活用による窓口での多言語対応を
図るとともに、ペーパーレス会議システムの導入による印刷事務の軽減及び避難所開設
時の情報共有ツールとして活用を行った。テレワーク端末については、オンライン会議
や選挙事務などにおいて活用を行った。

公共施設の利用者が、オンライン会議や活動内容の配信などができるように、Wi-Fi設
備の活用を行った。

◎タブレット端末関連経費（135台）　　                   　　 7,391千円
◎ペーパーレス会議システム関連経費　　　　　　　　　　　　　 1,550千円
◎テレワーク端末関連経費（70台）    　　                   　4,516千円
◎公共施設Wi-Fi環境関連経費（63台）　　　　　　　　　　　　　　507千円
◎オンライン申請環境関連経費　　　　　　　　　　　　 　　　　　212千円

事業評価

市民の利便性の向上と業務の効率化を図るための環境の維持更新等を行った。今後も
状況に応じて、運用方法の見直しや台数の精査・変更など、更に効果的・効率的な活用
を検討する。

事務事業名 ICT活用推進事業費

各公共施設において、国のデジタル活用支援推進事業を活用しながら、スマートフォ
ンの基礎的な内容や基本的な操作方法に加えて、デジタルリテラシーやセキュリティに
ついて説明するスマートフォン操作講座や大規模講習会を実施した。

◎スマートフォン操作講座等（39回開催、431人参加）　　　　　　　  88千円
◎オンライン申請コールセンター　　　　　　　　　　　　　　　　3,569千円

大規模講習会

所管課 デジタル政策課

決算額 14,176 千円
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事業内容

行政サービスや行政事務、地域社会のデジタル化といった、宇治市全体のデジタル化
を推進するため、専門的な支援や助言、人材育成などを図るため、外部人材等を活用し
た取組を進める。

成果・実績

外部人材（デジタル政策プロデューサー）を活用して専門的な支援や助言を受けなが
ら、デジタル化推進指針の取組の推進を行った。職責やテーマ別の人材育成研修を実施
し、デジタル技術を活用した業務改善の推進等を総合的に支援した。

　
　
　
　　　デジタル政策プロデューサーによる研修

事業評価

デジタル政策プロデューサーを活用し、職員研修の実施等を通じたデジタルリテラ
シーの向上や、デジタル技術を活用した庁内の業務改善の推進を支援した。引き続き、
デジタル人材の効果的な活用、育成方法について検討を行い、庁内の業務改善の推進を
図る。

事務事業名 デジタル政策推進事業費
所管課 デジタル政策課

決算額 14,755 千円

事業内容

AIによる認識機能や、パソコン操作を自動化するプログラムによる定型作業の自動化
により、事務の効率化を図り、業務見直しを促進する。

成果・実績

事業評価

RPAの導入及び運用を推進し、庁内の定型作業を自動化することができた。引き続き定
型作業の自動化に努めるとともに、AIを活用した庁内業務の効率化等の検討を進める。

　11課を対象に各課で自動化プログラムの構築、運用等を行えるようBPR（業務改革）研
修や操作研修を実施し、RPAの導入及び運用を支援した。

◎主なRPA導入業務
　・市政だより原稿編集作業（秘書広報課）
　・育成学級土曜日通級申請者一覧表作成作業
　　　　　　　　　　　　　（こども福祉課）
　・決算資料作成業務作業（営業課）
　・時間外勤務入力作業（消防総務課）

職員によるRPAの構築作業

事務事業名 AI・RPA活用事業費
所管課 デジタル政策課

決算額 6,523 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 時代の潮流を捉えた市政運営
政策企画部

取組の方向 人に優しいデジタル社会の推進
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◎AI議事録作成支援システム利用状況

事業内容

AI議事録作成支援システムを導入することにより、AIによる音声認識機能を利用し、
録音した音声データをテキストデータ化することにより、職員による会議録作成作業時
間等を削減し、業務の効率化を図る。

成果・実績

事業評価

AI議事録作成支援システムを利用し、会議録の作成を一部自動化したことにより、職
員の会議録作成にかかる時間を削減することができた。今後も職員に対して積極的な利
用を促し、さらなる業務の効率化を図る。

事務事業名 AI議事録作成支援システム運営費
所管課 デジタル政策課

決算額 1,056 千円

令和6年度 456 557 2,228 743 1,485

年度 会議回数 会議時間
文字起こし等

（時間）

システム
導入後
（時間）

削減効果
（時間）

事業内容

自治体の情報システムを標準化・共通化することにより、庁舎内外の情報連携を容易
にするとともに、システム関連コストの低減を図り、あわせて、行政サービスの向上・
行政事務の効率化等を目指す。

成果・実績

標準化法に基づき、対象20業務について、令和7年度末までにガバメントクラウド上に
構築される標準準拠システムへと移行するため、各業務システムの移行作業等を行っ
た。

◎基幹業務支援システム（住記・税・国保ほか）移行業務委託 　 　106,660千円
◎生活保護システム移行業務委託　　  　　　 　　　　　　　　　 　8,863千円
◎障害福祉システム移行業務委託　　  　　　 　　　　　　　　　 　4,840千円
◎健康管理システム移行業務委託　　  　　　 　　　　　　　　　 　8,980千円
◎子ども子育て支援システム移行業務委託　　 　　　　　　　　　 　8,846千円
◎ガバメントクラウド接続に伴うネットワーク機器設定業務委託等　　1,372千円

事業評価

標準準拠システムへの移行に向けて、各業務システムの移行作業等を実施することが
できた。今後も計画的に移行作業を実施していく。

事務事業名 情報システム標準化・共通化対応事業費
所管課 デジタル政策課

決算額 139,561 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 時代の潮流を捉えた市政運営
政策企画部

取組の方向 人に優しいデジタル社会の推進

令和5年8月よりAI議事録作成支援システムを導入し、AIによる会議録の作成を行っ
た。
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◎マイナンバーカード交付・保有状況

※令和4年度までは累計交付人数、令和5年度以降は保有人数

◎出張申請サポート　44回　

事業内容

庁舎一階のマイナンバーカード専用窓口でカード交付を行うほか、電子証明書の発
行・更新や暗証番号の再設定など関連する手続きを行う。あわせて公共施設や商業施設
等において出張申請サポート等を実施する。

成果・実績

専用窓口において、窓口混雑情報サイト「宇治市なう！」の活用や、完全予約制で休
日開庁等を実施するなど市民の利便性向上に努め、マイナンバーカードの円滑な交付や
カード関連事務を実施した。また、カードと健康保険証の連携や公金受取口座の登録な
どの支援にも取り組んだ。あわせて駅や公共施設における出張申請サポートも実施し
た。

事業評価

混雑情報サイトを有効に活用するなど窓口の効率化を図り、休日開庁や出張申請サ
ポートなどにより市民の利便性を高めることができた。引き続き、円滑な窓口業務に努
めるとともに、外出が困難な方の居宅等に出向いて申請サポートを実施し、さらなる利
便性の向上を図る。また、窓口の合理化や効率化についても検討を進める。

事業内容

公共施設を繋ぐネットワーク関連機器の更新にあたり、ネットワーク構成を再整備
し、有事の際の被害の最小化及び対応の迅速化、維持管理経費の節減を図る。

成果・実績

事業評価

新たなネットワーク回線への切り替えを行うことにより、公共施設を繋ぐネットワー
クの強靭化を図ることができた。

事務事業名 マイナンバーカード普及促進事業費
所管課 デジタル政策課

決算額 152,822 千円

令和5年度に調達したネットワーク機器の設定等を実施し、新たなネットワーク回線へ
の切り替えを行った。

◎ネットワーク機器等の設定・旧回線の撤去費用  　　　 　　30,421千円
◎新回線の通信費用・ネットワーク機器等のリース費用　　　 34,307千円

事務事業名 公共施設情報ネットワークシステム強靭化推進事業費
所管課 デジタル政策課

決算額 64,728 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 時代の潮流を捉えた市政運営
政策企画部

取組の方向 人に優しいデジタル社会の推進

年度
人数

（人）
交付・保有率

（％）

令和2年度 50,925 27.4

令和5年度 132,597 72.8

令和3年度 77,293 41.8

令和4年度 122,428 66.7

令和6年度 139,446 77.1
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〇地方創生推進タイプ

・ あなたとともに「心やすらぐ地域の暮らしを」

　 ～みんなが主役の地域振興事業～

千円

千円

千円

千円

千円

・ 「子育て、子育ちにやさしい」京都創生プロジェクト事業

千円

・ 文化庁移転を契機とした京都からの文化創造・発信事業　

千円

・ 宇治市・大津市間における平安文化観光推進事業

千円

千円

千円

千円

事業評価

交付金を活用して、本市の地域資源の積極的な発信をはじめ、子育てに関する交流の
場や居場所づくりなどの地域全体で子育て・子育ちを支援する施策、文化・観光の魅力
発信や体験事業の実施等を推進することができた。今後も、国の動向を注視し、各種事
業の状況把握、効果などの分析に努め、実施事業を検討する必要がある。

29,682

地域への愛着や誇りの醸成につながる地域づくり 3,208

合　　　計 55,897

源氏ろまん事業・地域文化の発信 16,681

対象事業 充当事業費

WEBやSNS、鉄道広告等を活用した情報発信 23,007

事業内容

京都府全域において宇治市の持つ地域資源を国内外へ広く発信するとともに、伝統文
化の活用・継承による関係人口の創出及び地域人材・資源の育成・活用による移住定住
の促進を図る。
また、地域の住民及び企業などの多様な主体がつながり、社会全体で子どもを見守

り、子育てを支援する子育て・子育ちにやさしいまちづくりや地域の文化・芸術活動を
推進する。大津市と連携し、平安文化観光ルートを形成するとともに観光情報を戦略的
に発信する。

成果・実績

対象事業 充当事業費

お茶の京都DMO負担金 7,190

活力あふれる地域コミュニティづくり 29,076

地域の魅力ある仕事づくり

対象事業 充当事業費

子育てにやさしいまちの核づくり事業 20,387

対象事業 充当事業費

1,344

暮らしやすさ向上による移住定住促進事業 1,856

合　　　計 39,466

大河ドラマ展や平安装束なりきり体験等の実施

事務事業名 デジタル田園都市国家構想交付金（歳入）
所管課 財政課・こども福祉課

決算額 132,431 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 時代の潮流を捉えた市政運営 政策企画部
福祉こども部取組の方向 地方創生の推進
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（参考）水道料金等減免事業

水道料金の基本使用料、量水器使用料を半額免除

・ 第1期分 全地区

・ 第2期分 偶数月検針地区

・ 延べ免除件数 94,667件

事業評価

補助金の交付を行い、物価高騰等により経済的に影響を受けている市民や事業者など
の負担軽減を図った。

成果・実績

公営企業上下水道部が実施した水道料金等減免事業により減収した給水収益等に対し
補助を行った。

まちづくりの方向 安全・安心に住み続けられるまち
政策企画部

関連分野 上下水道

事務事業名 水道料金等減免事業補助金
所管課 財政課

決算額

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

167,270 千円

事業内容

物価高騰等の影響を大きく受けた市民及び事業者等の支援を目的とした水道料金の基
本使用料、量水器使用料を免除する公営企業上下水道部に対して補助を行う。

42



令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

まちづくりの方向 安全・安心に住み続けられるまち
総務・市民協働部

関連分野 防犯、事故防止

事業内容

地域における犯罪の発生を未然に防止するため、「宇治市安全・安心まちづくり条
例」に基づき、安全・安心なまちづくりの取組を展開する。

成果・実績

　地域における自主的な防犯活動の支援に取り組んだ。

◎安全・安心まちづくり補助金の交付
地域住民への防犯啓発、通学路の点検、児童・生徒の登下校時の見守り活動、団体内

部における防犯情報の共有、地域ぐるみの防犯パトロールの実施などに取り組む防犯推
進団体に対して、活動を支援するための補助金を交付した。

◎市民の防犯意識の啓発
12月の「市民安全・安心推進旬間」に「私たちの街の防犯環境設計～闇バイトの被害

に遭わないために！～」をテーマに防犯講演会を開催した。

事業評価

防犯推進団体への活動支援等により、安全・安心なまちづくりに資する取組を推進で
きた。地域における自主的な防犯活動が一層推進されるよう、今後も引き続き「宇治市
第4次防犯推進計画」に定める各種施策に着実に取り組む必要がある。

事務事業名 安全・安心まちづくり推進事業費
所管課 総務課

決算額 869 千円

事業内容

犯罪被害者等が置かれた状況が社会に十分理解され、犯罪被害者等が孤立することな
く、その権利利益が保護されるよう、関係機関等と連携しながら犯罪被害者等への支援
を行う。

成果・実績

犯罪被害者等への支援や、支援の必要性に対する市民理解の浸透に向けた広報・啓発
を実施した。

◎犯罪被害者等支援の情報提供
総務課のワンストップ窓口での相談とともに（公社）京都犯罪被害者支援センターを

はじめ関係部署等と連携した犯罪被害者支援講演会や研修の開催、広報活動に取り組ん
だ。

◎「ホンデリングプロジェクト」の実施
犯罪被害者週間を中心とした11月25日から12月6日までの間、古本等の回収箱を市内公

共施設16か所に設置し、売却収益を犯罪被害者等の支援に充てる「ホンデリングプロ
ジェクト」に取り組んだ。

事業評価

犯罪被害者等への支援及び関係機関との連携による啓発の実施等により犯罪被害者支
援施策の推進を図った。今後も引き続き適切な支援及び関係機関との連携による効果的
な啓発の実施等に努める。

事務事業名 犯罪被害者等支援事業費
所管課 総務課

決算額 180 千円
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事務事業名 防犯カメラ設置事業補助金
所管課 総務課

決算額 533 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

まちづくりの方向 安全・安心に住み続けられるまち
総務・市民協働部

関連分野 防犯、事故防止

事務事業名 地域安全・安心見守り事業費
所管課 総務課

決算額 5,072 千円

事業内容

街頭での高齢者や子どもの見守り、犯罪発生の抑止及び体感治安の向上を図るため、
町内会・自治会などを対象に防犯カメラの設置に係る費用のうち、補助対象経費の1/2
（上限10万円/台）を補助する。

成果・実績

町内会・自治会などが実施する防犯カメラ設置にかかる費用に対し、補助金を交付し
た。

◎交付実績
　台数　　　6台
　団体数　　3団体

事業評価

防犯推進組織の活動支援等の取組により、安全・安心なまちづくりを推進できた。今
後も引き続き、「宇治市第4次防犯推進計画」に基づき、地域における自主的な防犯活動
の一層の推進に取り組む必要がある。

事業内容

日常生活の中で防犯活動への参加機会を増やす「ながら」防犯の推進を図るととも
に、各小学校区への防犯カメラの設置を行う。

成果・実績

◎6月1日開催の南宇治コミセンのつどい及び7月27日開催の西小倉納涼のつどいにて、
「ながら」防犯パトロールの啓発活動を行った。

◎防犯出前講座を他課と連携して実施し、防犯情報を提供するとともに、「ながら」防
犯パトロールの啓発活動を行った。

◎小学校区ごとの地域安全マップを基にした地域や学校との協働による防犯カメラの設
置を行った。
　台数　　　　　22台
　小学校区数　　13校区

事業評価

「ながら」防犯の推進や各小学校区への防犯カメラの設置により、地域における防
犯、環境の整備に寄与することができた。今後も引き続き犯罪や非行が起こりにくい地
域環境づくりの推進に努める。
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事務事業名 平和のつどい事業費
所管課 総務課

決算額 3,560 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

まちづくりの方向 誰もがいきいきと暮らせるまち
総務・市民協働部

関連分野 国際交流、平和

事業内容

宇治市は核兵器廃絶平和都市宣言の自治体として、世界の恒久平和に向け、宇治市平
和都市推進協議会を母体としながら啓発等の事業を行っており、毎年8月を中心に平和事
業を実施する。

成果・実績

核兵器廃絶平和都市宣言の理念に基づき、宇治市平和都市推進協議会が実施する、市
民平和祈念集会を始め、広島への平和訪問団の派遣、戦争体験アーカイブの作成などの
平和啓発事業に対して、補助金を交付した。

◎平和都市推進協議会補助金　　　3,560千円

事業評価

啓発等の平和事業を実施したことにより、平和への市民意識の醸成を図ることができ
た。今後も引き続き、さらなる事業効果の向上のため、事業内容の工夫・検討により、
平和事業への参加者増加を図るとともに、あらゆる機会を通して平和への啓発を実施す
る必要がある。
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◎調査員確保対策事業(所管：総務省) 43千円

事業評価

調査員と連携し、各種統計調査を適正に実施したことにより、宇治市の人口・経済・
社会情勢などの実態を把握し、市の各施策へ活用が図れる統計資料の基礎資料を作成す
ることができた。

成果・実績

　法定受託事務として、下表の基幹統計に関する業務を実施した。

統計調査員の募集チラシを作成し、市内公共施設に配架を行い、登録調査員の確保を
図った。

健全な行財政運営の確立

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 将来を見据えた持続可能な行財政運営
総務・市民協働部

取組の方向

事務事業名 各種統計調査費
所管課 総務課

事業内容

「統計法」の規定に基づき、市が国の法定受託事務を行い、人口・経済・社会情勢など
について実態を把握する。

決算額 6,168 千円

名称
(所管等)

調査期日
(周期・方法)

調査対象・目的等
決算額
(千円)

学校基本調査
(文部科学省)

令和6年5月1日
(毎年・全数調査)

幼稚園、小・中学校、専門学校などの生
徒、教員などの人数及び施設などを調査
し、学校に関する基礎資料を得る。

42

経済センサス
調査区管理
(総務省)

-

調査実施上の支障が生じないように必要
に応じ調査区を修正する。追加された事
業所情報等について調査区の確認を行
う。

16

全国家計構造調査
令和6年10月、11月
(5年・標本調査)

家計における消費、所得、資産及び負債
の実態を総合的に把握し、世帯の所得分
布及び消費の水準、構造等を全国的及び
地域別に明らかにすることを目的として
実施する。

4,382

農林業センサス
令和7年2月1日

(5年・全数調査)

我が国の農林業の生産構造や就業構造、
農山村地域における土地資源など農林
業・農山村の基本構造の実態とその変化
を明らかにし、農林業施策の企画・立
案・推進のための基礎資料となる統計を
作成し、提供することを目的として実施
する。

794

国勢調査準備 - 令和7年国勢調査実施に向けた準備。 891
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事業内容

省電力化及び脱炭素化の観点から、市役所庁舎及び庁舎敷地の照明器具のLED化を実施
する。

成果・実績

　市役所庁舎等の照明設備のLED化を進めるため、LED化に向けた事前調査を実施し、LED
照明器具への更新を実施した。

◎LED化に向けての事前調査　　　　　　　　　　　　　　　　 991千円
◎庁舎1階、2階、8階及び議会棟1階の照明のLED化　　　　　40,444千円
◎庁舎南側二層式駐車場等の照明のLED化　　　　　　　　　 4,301千円

温室効果ガス削減量（計算値）：55.98t-CO2

事業評価

照明器具のLED化により、庁舎環境の向上を実現できた。今後も引き続き、市役所庁舎
等の省電力化及び脱炭素化を進めていく。

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

まちづくりの方向 安全・安心に住み続けられるまち
総務・市民協働部

関連分野 環境保全、ごみ減量

事務事業名 庁舎照明LED化事業費
所管課 資産活用推進課

決算額 45,736 千円
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令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 将来を見据えた持続可能な行財政運営
総務・市民協働部

取組の方向 健全な行財政運営の確立

事業内容

新たな歳入の創出、財源の確保に関する取組の一環として、市広報媒体への有料広告
の掲載を実施しており、広告媒体の拡充及び広告料収入を活用した新たなサービスツー
ルの導入など、業務改善、市民サービスの向上に努める。

成果・実績

◎広告料収入実績及び効果額

事業評価

市広告媒体への有料広告の掲載により、歳入の確保及び市民サービスの向上を図るこ
とができた。引き続き、広告媒体の拡充について検討し、新たな歳入の確保に努める。

事務事業名 有料広告事業（歳入）
所管課 資産活用推進課他

決算額 53,117 千円

（千円）

歳入 効果額
（歳出減相当）

歳入 効果額
（歳出減相当）

682   -         364   -         

4,766 -         5,708 -         

1,944 -         1,920 -         

792   -         792   -         

-     300       -     300       

140   -         140   -         

-     5,000     -     5,000     

104   600       104   6,939     

-     -         -     30,000    

-     478       -     478       

-     292       -     800       

356   41        362   38        

介護保険制度周知用パンフレット -     -         -     172       

8,784 6,711     9,390 43,727    

宇治子育て情報誌

媒体名

令和6年度

ホームページバナー

令和5年度

市政だより

車両（公用車・ごみ収集車・水道）

トイレ壁面・公共施設マップ

窓口用封筒

源氏物語ミュージアム事業案内リーフレット

合計 53,117            15,495            

窓口案内システム

総合情報誌（くらしの便利帳）

納税通知書送付用封筒

空き家情報誌

観光案内所サイネージ

小計
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令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

まちづくりの方向 安全・安心に住み続けられるまち
総務・市民協働部

関連分野 防犯、事故防止

524

事業内容

事業者と消費者との間の取り引きにおいて生じた困り事に対し、専門の消費生活相談
員が助言・情報提供・あっせんなどを行う。また、市民の消費生活の向上を図るため、
情報発信や啓発を行う。

成果・実績

　消費生活センターに相談員3人を配置し、1,304件の相談に応じた。
また、消費生活に関する出前講座や消費者月間ロビー展示・消費生活市民講座などを

通じて、市民啓発や消費者団体の育成を図った。

事務事業名 消費生活振興費
所管課 市民協働推進課

決算額 千円

◎啓発事業

事業名 実施時期 成果

出前講座 通年 36回736人参加

消費者月間ロビー展示

事業評価

専門の消費生活相談員が適切な助言、あっせんなどを行うことにより、消費生活の改
善・向上に寄与することができた。今後も、広範な消費生活に関する苦情及び相談が想
定されることから、様々な手法により市民啓発を図るとともに、各種研修会等への参加
を通じて相談員の一層の資質向上に努める必要がある。

5月20日～24日 210人参加

消費生活市民講座 10月1日 14人参加
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事業内容

　地域のコミュニティ形成の場である莵道ふれあいセンターの管理運営を行う。

成果・実績

子どもから高齢者まで、地域住民の交流、趣味、娯楽、各種会合、講習会及びスポー
ツといった幅広い活動に利用された。

◎莵道ふれあいセンター年間延べ利用人数　　　　　　　10,073人

事業評価

莵道ふれあいセンターの適切な管理運営により、地域住民のコミュニティ活動を促進
することができた。

事務事業名 莵道ふれあいセンター運営費
所管課 市民協働推進課

決算額 3,317 千円

事業内容

市制施行50周年を記念に創設した制度で、市民の主体的な活動を奨励するとともに、
住民自治の精神に基づき、明るく住み良い心豊かな地域社会づくりを推進するため、自
発的な善行及び優れた活動によって、地域社会に対し特に顕著な貢献を行った者を表彰
する。

成果・実績

◎地域社会貢献者
　25回目となる令和6年度は、6件の受賞者であった。

◎受賞者名
・富部　炎　氏　　　　     　 　　・初田　隆史　氏
・玉井　康義　氏               　 ・弓指　義弘　氏
・田邉　浩　氏　　　　　　　　　　・井戸本 道衛　氏

事業評価

自発的な善行及び優れた活動を表彰することにより、地域活動の活性化及び社会貢献
に対する市民の意欲向上を図ることができた。今後も引き続き、明るく住み良い心豊か
な地域社会づくりを推進するため、地域活動の活性化及び社会貢献に対する市民の意欲
向上を図る必要がある。

事務事業名 地域社会貢献者表彰費
所管課 市民協働推進課

決算額 80 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

まちづくりの方向 誰もがいきいきと暮らせるまち
総務・市民協働部

関連分野 地域コミュニティ
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事業内容

住民相互の交流により地域コミュニティの活性化を図るため、地域コミュニティづく
りの拠点となる集会所の維持管理を行う。

成果・実績

公立集会所について、適切な管理運営を行うとともに、必要に応じて修繕を実施し環
境整備を行った。

事業評価

公立集会所の適切な管理運営により、地域住民の身近な活動の場として地域コミュニ
ティの活性化を図ることができた。

事務事業名 集会所維持管理費
所管課 市民協働推進課

決算額 31,547 千円

事業内容

平成18年度から地域住民で組織する地区コミュニティ推進協議会を指定管理者とし、
住民自治の振興とコミュニティ活動の拠点となるコミュニティセンターの管理運営を行
う。市民相互の交流と地域活動の振興、市民文化の向上、福祉の増進に寄与するととも
に、住民自治意識の高揚と地域活性化に貢献する。

成果・実績

西小倉・東宇治・南宇治・槇島の4つのコミュニティセンターで合わせて11,682件、延
べ117,941人の利用があった。

◎西小倉コミュニティセンター運営費　　　18,483千円
◎東宇治コミュニティセンター運営費　　　20,478千円
◎南宇治コミュニティセンター運営費　　　22,214千円
◎槇島コミュニティセンター運営費　　　　16,794千円

事業評価

指定管理者によって、適切に管理運営できた。地域コミュニティの拠点施設として、
今後も適切な施設の管理運営に努める必要がある。

事務事業名 コミュニティセンター運営費
所管課 市民協働推進課

決算額 77,969 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

まちづくりの方向 誰もがいきいきと暮らせるまち
総務・市民協働部

関連分野 地域コミュニティ
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事務事業名 民間集会所支援補助金
所管課 市民協働推進課

決算額 4,610 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

まちづくりの方向 誰もがいきいきと暮らせるまち
総務・市民協働部

関連分野 地域コミュニティ

事務事業名 コミュニティ助成事業補助金
所管課 市民協働推進課

決算額 1,500 千円

事業内容

町内会・自治会などが自主的に管理運営する民間集会所の新築または修繕などについ
て補助を行う。

成果・実績

　民間集会所の環境整備として、32件に補助金を交付した。

◎改修　　　　　　3件　　1,184千円
◎維持管理　　　 29件　　3,426千円

事業評価

地域住民の身近な活動の場である民間集会所の改修等に補助することにより、地域コ
ミュニティの活性化に寄与することができた。今後も継続的に地域のニーズに沿った効
果的な補助制度の運用を検討する必要がある。

事業内容

一般財団法人自治総合センターが行うコミュニティ助成を活用し、地域コミュニティ
活動の充実・強化を目的に、募集等を行い、町内会・自治会などに補助金を交付する。

成果・実績

地域コミュニティ活動の充実・強化を目的に、町内会・自治会のコミュニティ活動に
直接必要な設備等の整備に対し、補助金を交付した。

◎一般コミュニティ助成事業
・南遊田第一町内会　　　　　　　1,500千円

事業評価

一般財団法人自治総合センターが行うコミュニティ助成を活用し、町内会・自治会な
どに対して、制度を周知の上、補助金を交付することで、地域コミュニティの活性化に
寄与することができた。

52



令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

まちづくりの方向 誰もがいきいきと暮らせるまち
総務・市民協働部

関連分野 地域コミュニティ

事業内容

人と人とのつながりが希薄化している中、地域のつながりの促進に向け、「地域団
体」と「交流空間」に着目した各種取組を行う。

成果・実績

地域コミュニティ活性化や地域課題の解決に向けて、地域コミュニティ活性化事業補
助金を交付するとともに、地域活動支援事業をまとめた、地域活動サポートメニューを
更新した。

さらに、地域活動を行っている方や行ってみたい方を支援する目的で、地域活動サ
ポートデイ（個別相談会）を実施するとともに、市民協働ポータルサイト「kitchen」を
開設した。

まちのリビング創出促進事業補助金により、木幡・黄檗及び小倉エリアの交流空間に
おける「きっかけ」の創出や「つながり」の促進に対して支援を行った。

「地域団体」
①地域コミュニティ活性化事業補助金　　　　 5件　　  　913千円

「交流空間」
②まちのリビング創出促進事業補助金　　　　24件　　　9,108千円

まちのリビング創出促進事業の様子

事業評価

「地域団体」と「交流空間」に着目し、それぞれの観点で支援を行うことで、地域の
つながりの促進に寄与することができた。今後も引き続き、地域コミュニティ活性化の
ため、地域のつながりを促進する支援に努める。

事務事業名 地域のつながり促進事業費
所管課 市民協働推進課

決算額 10,846 千円
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事務事業名 中宇治地域市民協働推進拠点整備検討事業費
所管課 市民協働推進課

決算額 11,368 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

まちづくりの方向 誰もがいきいきと暮らせるまち
総務・市民協働部

関連分野 地域コミュニティ

事業内容

莵道ふれあいセンター敷地に整備する市民協働推進拠点について、市民ワークショッ
プ等を通して整備内容を具体化するほか、事業手法を検討し、整備構想を策定する。ま
た、用地取得に向け、莵道ふれあいセンター敷地の用地測量及び地形測量を実施する。

成果・実績

令和5年度に策定した基本ビジョンに基づき中宇治地域市民協働推進拠点の整備内容を
具体化するため、市民ワークショップとモデル事業を各3回実施し、令和7年3月に『中宇
治地域市民協働推進拠点整備構想』を策定した。

◎整備構想の概要
・整備すべき空間（例）

交流広場、多目的ホール、ミーティングルーム、子育て支援スペース、子どもの遊び
場、カフェレストラン、シェアキッチン、図書コーナー・フリースペース

・事業手法
　公民連携による整備とし、具体的な手法の検討を進める。

◎莵道ふれあいセンター敷地の測量
拠点整備に向け、令和6年7月から令和7年3月にかけて、莵道ふれあいセンター敷地の

用地測量及び地形測量を実施した。

市民ワークショップの様子

事業評価

市民ワークショップ及びモデル事業には、様々な世代や分野の市民・活動団体が参加
し、その成果をもって整備構想の策定につなげることができた。今後、公民連携による
事業手法を具体化するとともに、トライアル事業を通して拠点整備の機運醸成やニーズ
把握に努めるなど、市民等と協働して「中宇治のコミュニティ・リビング」の実現を目
指す。
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令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 将来を見据えた持続可能な行財政運営
総務・市民協働部

取組の方向 健全な行財政運営の確立

事業内容

市民の行政に対する意見、要望及び困り事などについての相談機関として、関係各課
及び他の行政機関に事案の解決を図るべく依頼要請を行うなどして市民の生活環境の向
上を図る。

成果・実績

事業評価

市民相談・行政懇談会などを通じて市民ニーズを把握し、市民の要望を市政に反映す
ることができた。今後も、市民に親しまれる身近な相談窓口として、より効果的な広聴
手法を検討する必要がある。

事務事業名 広聴事務費
所管課 市民協働推進課

決算額 千円98

市民相談・行政懇談会などの内容を関係部課に伝え、適切な措置を求め、市政に反映
するよう努めた。あわせて、総務省主催の行政相談への協力を行った。

さらに、市役所、公民館、コミュニティセンターなどの公共施設27か所に設置してい
る「市民の声」投書箱により、広い範囲から市政に対する意見、要望などを求めた。

なお、市民相談では、近隣関係、相続、夫婦・親子、金銭貸借など市民の個々の悩み
事、心配事など日常生活上での諸問題についても、専門的な相談機関を紹介するなどの
対応を行い、市政への親しみと信頼感の向上に努めた。

　・市民相談　1,863件
　　（市政相談1,496件、他の公共機関等54件、民事相談ほか313件）
　・行政懇談会　　7回
　・行政相談　　 12回（毎月第3木曜日）
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事業内容

　住民票の写し、印鑑登録証明書、戸籍全部事項証明書などの諸証明発行業務を行う。

成果・実績

◎住民票の写し等諸証明発行数　(行政サービスコーナー分を含む)

事業評価

各種証明書の発行等の事務を適正に執行するとともに、令和6年3月に導入した印鑑登
録証明書と住民票の写しのコンビニ交付サービスの利用促進のため、周知、広報を行っ
た。今後も市民ニーズを踏まえ、デジタル技術の活用などによる窓口サービスの充実・
改善に努める。

事務事業名 諸証明発行事業
所管課 市民課

決算額 16,620 千円

事業内容

小倉、木幡など市内6か所の行政サービスコーナーにおいて、住民票の写し、戸籍全部
事項証明書などの市民課の諸証明及び税関係の諸証明の発行業務等を行う。

成果・実績

　諸証明及び税関係証明書の取扱い、他課業務の申請書等の受付を行った。

◎市民課業務の年間取扱件数（公用請求を除く）

事業評価

諸証明の発行業務を市内6か所で実施することにより、地域住民の利便性向上に努め
た。今後、市民ニーズや社会情勢を踏まえ、市民協働の観点により、行政サービスコー
ナーのあり方について検討を進める。

事務事業名 行政サービスコーナー運営費
所管課 市民課

決算額 73,480 千円

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

土台となる取組 将来を見据えた持続可能な行財政運営
総務・市民協働部

取組の方向 健全な行財政運営の確立

名称 件数

小倉行政サービスコーナー 8,765

木幡行政サービスコーナー 10,365

南宇治行政サービスコーナー 5,737

槇島行政サービスコーナー 5,354

東宇治行政サービスコーナー 4,200

開行政サービスコーナー 4,067

（通)

名称 交付数 うちコンビニ交付

印鑑登録証明書 45,508 8,426

住民票の写し 64,768 11,074

戸籍全部事項証明書等 21,986

戸籍個人事項証明書等 2,480

除かれた戸籍全部事項証明書等 15,118

除かれた戸籍個人事項証明書等 81

戸籍附票 3,206

閲覧※ 10

諸証明 6,708

印鑑登録証 5,301

※は件数
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2,505 千円

事業内容

農業者の高齢化が急速に進展する中、新規就農者を確保し農業を持続させるため、経
営確立に資する資金及び経営発展に必要な機械・施設導入等に資する資金の交付等によ
り、就農意欲の喚起と就農後の定着を図る。

成果・実績

次世代を担う農業者となることを目指す者に対して、経営開始時の資金や機械・施設
等の導入資金を交付し、経営開始時から早期の経営確立に向けた支援を行った。

◎農業次世代人材投資事業（経営開始型）
　・件数　3件

事業評価

新規就農者に対し、早期の経営確立を支援する資金及び経営発展に必要な機械・施設
導入を支援する資金を交付することにより、農業の持続と振興を図ることができた。農
業者の高齢化に対応する取組が必要であるため、今後も国・京都府の動向を注視し、引
き続き就農意欲の喚起と就農後の定着を図る。

事業評価

農地における簡易トイレや更衣室の整備、防犯カメラの設置により、農作業者の労働環
境改善等を図ることができた。今後も制度の周知を図り、引き続き労働環境改善を推進
する。

令和６年度決算成果説明書

総合計画の体系 所管部局

まちづくりの方向 地域経済が活発なまち
産業観光部

関連分野 農林水産業

成果・実績

労働力不足の解消及び規模拡大を推進するため、労働環境改善のための施設整備にか
かる経費に対し支援を行った。

・件数　11件
　
・具体例
　　簡易トイレ及び更衣室の整備　3件
　　防犯カメラの設置      　　　8件

事務事業名 働きやすい農業支援事業費
所管課 農林茶業課

決算額 1,321 千円

事業内容

市内農業者の労働力不足の解消及び規模拡大を目的に、従業員の雇用環境整備に取り
組む農業者に対して、労働環境の整備にかかる費用の一部を支援する。

事務事業名 新規就農者確保事業費
所管課 農林茶業課

決算額
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